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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） ― ― ― 4,926 6,879

経常損失（△） （千円） ― ― ― △3,684,082 △3,216,006

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

（千円） ― ― ― △3,704,961 △3,302,257

包括利益 （千円） ― ― ― △3,735,120 △3,326,968

純資産額 （千円） ― ― ― △2,592,030 1,317,864

総資産額 （千円） ― ― ― 4,627,829 6,996,912

１株当たり純資産額 （円） ― ― ― △11,292.81 5,585.09

１株当たり
当期純損失（△）

（円） ― ― ― △16,011.07 △14,164.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） ― ― ― △ 56.47 18.75

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― ―

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― △2,338,104 △3,032,674

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― △850,081 60,847

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― 3,331,208 2,885,512

現金及び現金同等物
の期末残高

（千円） ― ― ― 236,316 156,105

従業員数 （名） ― ― ― 121 112
〔ほか、平均臨時
 雇用人員〕

（名） ― ― ― 〔22〕 〔25〕
 

(注) １．第９期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．第10期の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大

蔵省令第28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた

有限責任監査法人の監査を受けております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第10期の期首から適用してお

り、第10期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．自己資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しているため記載しておりません。

６．株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

７．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間

の平均人員を（　）外数で記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） 23,882 13,368 36,500 24,169 8,241

経常損失（△） （千円） △354,446 △1,307,599 △2,471,003 △3,018,348 △ 2,576,692

当期純利益又は
当期純損失（△）

（千円） △356 △1,392,939 △2,570,304 △5,460,392 495,679

資本金 （千円） 1,840,000 4,075,000 4,825,000 4,825,000 5,889,100

発行済株式総数 （株） 211,500 226,400 231,400 231,400 234,947

純資産額 （千円） 1,645,724 3,914,879 2,844,575 △2,615,753 8,159

総資産額 （千円） 2,692,173 5,210,024 6,215,546 4,455,065 5,492,824

１株当たり純資産額 （円） 7,781.20 17,291.87 12,292.89 △11,304.03 34.18

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― ―
（１株当たり中間配当
額）

 (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期
純利益又は1株当たり
当期純損失（△）

（円） △1,685.0 △6,418.94 △11,350.18 △23,597.20 2,126.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 61.12 75.14 45.76 △ 58.71 0.15

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― 38.02

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ―

配当性向 （％） ― ― ― ― ―

従業員数 （名） 28 66 124 118 102
〔ほか、平均臨時
雇用人員〕

（名） 〔1〕 〔5〕 〔10〕 〔22〕 〔25〕

株主総利回り （％） ― ― ― ― ―
（比較指標：      ） （％） (―) (―) (―) (―) (―)

最高株価 （円） ― ― ― ― ―

最低株価 （円） ― ― ― ― ―
 

(注) １．第10期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた有限責

任監査法人の監査を受けておりますが、第６期から第９期については、「会社計算規則」(平成18年法務省

令第13号)の規定に基づき算出した各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づ

く監査は受けておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第10期の期首から適用してお

り、第10期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第６期、第７期においては、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。第８期から第10期においては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

５．第６期から第９期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６．株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

７．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

８．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であるため記載しておりま

せん。
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２ 【沿革】

提出会社は、2014年に神奈川県相模原市においてバッテリ用セパレータ関連事業の展開を目的として、現在の株式

会社スリーダムアライアンスの前身である「株式会社スリーダム」を創業しました。

その後、2017年に本社を神奈川県横浜市神奈川区に移転し、バッテリ用セパレータ関連事業に加えて各種バッテリ

の研究開発と関連事業を開始しました。さらに2022年に本社を東京都港区赤坂に移転し、カーボンクレジットの創出

とカーボンオフセット業務ならびにIoT技術を活用した商品、サービスプラットフォームを加えた関連事業を目的とす

る会社に改め、商号も「株式会社スリーダムアライアンス」に変更いたしました。

株式会社スリーダム設立以降の企業集団に係る経緯は、次の通りであります。

 
年月 概要

2014年２月
 

神奈川県相模原市にバッテリ用セパレータ関連事業の展開を目的として、株式会社スリーダム（資
本金100万円）を設立。

2015年４月 当社資本金を4,000万円に増資。

2015年６月 NEDOが主宰する平成27年度新エネルギーベンチャー技術革新事業のフェーズＣに採択。

2016年７月 NEDOが主宰する平成28年度新エネルギーベンチャー技術革新事業のフェーズＤに採択。

2016年11月 首都大学東京が当社に対して大学等発ベンチャーとしての支援を決定。

2017年５月 本社を横浜市 神奈川区に移転。

2017年11月 東京オフィスを赤坂に開設。

2018年６月 アジア諸国への当社バッテリ供給拠点として3DOM（ASIA）Co,Ltd.をタイに設立。

2018年12月

 
株式会社ヤマダ電機と合弁にて、モビリティ社会をデザインするソーシャルモビリティ株式会社を
設立。

2019年３月 リチウムイオンバッテリのFOMM社への初の商業販売開始。

2019年７月 事業拡大に向けた資金調達と営業強化を目的に3DOM (Singapore) Pte. Ltd.を設立。

2019年10月 ブロックチェーン・ソリューション企業、カウラ株式会社を買収。

2019年11月 エアモビリティソリューションの開発を目的としたquintuple air株式会社を設立。

2020年10月 カウラ株式会社がバッテリ循環経済の主導的立場に取り組むBACEコンソーシアムに加盟。

2020年12月 3DOMセパレータのマザープラント設備の導入が完了。

2021年５月 バイオメタノールのバリューチェーンを目指すバイネックス株式会社を設立。

2021年12月 業界最高レベルの効率を有するバイオメタノール燃料電池の実用化を確立。

2022年４月 バイネックス株式会社がジャパン・レジリエンス・アワード2022で優秀賞を受賞。

2022年７月 株式会社スリーダムから株式会社スリーダムアライアンスに社名変更。

2022年７月
 

3DOM (Singapore) Pte. Ltd. が米国NASDAQ市場に上場している特別目的会社（SPAC）とLOIを締

結。

2022年10月 コーポレート・ガバナンスの充実のため監査等委員会設置会社へ移行。

2022年11月 3DOM (Singapore) Pte. Ltd.がnoco-noco Pte. Ltd.に社名変更。

2022年12月
 

バッテリの性能向上と次世代バッテリの開発スピード向上に貢献する画期的なセパレータ「X-SEPA
™」の開発に成功。

2022年12月
 

noco-noco Pte. Ltd.が米国NASDAQ市場に上場している特別目的会社（SPAC）と企業結合契約を締

結。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、脱炭素社会の実現に向けたCO2の「削減」、「オフセット」、「吸収」からなる３つのソリュー

ションを各子会社を通じて提供していきます。「削減」はインテリジェント化したバッテリにより脱炭素化ソリュー

ションを提供するnoco-noco Pte. Ltd.（以下、「noco2」という。）、「オフセット」はカーボンクレジットプラッ

トフォームを提供するSMART EARTH（今後設立予定）、「吸収」はソルガムの育成によりバイオマス燃料及びカーボン

クレジットを創出するバイネックス株式会社（以下、「Binex」という。）が担い、３社がカーボンクレジットと情報

を通じて有機的につながったカーボンクレジットプラットフォームを形成することで、世界全体のCO2の排出の削減と

吸収を促進していきます。

また、親会社である株式会社スリーダムアライアンスは、グループ全体最適の観点からの経営戦略や意思決定を行

うことで、既存事業に囚われない継続的なイノベーションの創出を目指すとともに、研究開発及び事業開発を継続

し、その結果得られた新しい技術及びアイデアとして構想したビジネスモデルを知財として管理、開発、運用してい

きます。

 
当社グループのソリューションを事業として推進する各企業の関係は下図の通りです。
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(当社グループのソリューション）

① 長寿命バッテリを可能にするX-SEPA™

当社が開発した画期的なセパレータであるX-SEPA™は、耐熱性の高いポリイミドに、三次元規則配列に均一な空孔

を形成した膜を多層に重ね合わせた構造を有しており、この独自の構造により、各層の特性を細かく制御しなが

ら、用途や求められるバッテリ性能に応じて全体を最適化することが可能です。これにより、X-SEPA™は従来のセパ

レータの役割を超えて、バッテリに新たな付加価値を提供することができます。その構造と材料は、長寿命化、高

信頼性、ハイレート性能に貢献することができるため、安全性の確保や、高温地域での電気自動車やエアモビリ

ティなどの今後成長が期待される用途への適切な対応など、バッテリ業界が抱える課題の解決につながります。ま

た、規則正しい構造のため、柔軟な設計や最適化、高精度のモデリングによるシミュレーションが可能となり、

バッテリ開発を飛躍的に加速させる可能性を秘めています。2023年2月に、X-SEPA™のサンプル出荷を開始してお

り、2023年度中の事業化を目指します。

なお、当社グループは、長持ちする高品質な製品をつくるために、部材から最終製品メーカーまでが共に情報を

共有し研究開発を行うサプライチェーン作りを進め、また、開発した高品質な製品を販売せず、サービス課金を行

い、伸びたライフサイクルの利益を企業間で分け合うData & Profit Sharing（以下、「DPS™」という。）という新

しいビジネスモデルを提唱しております。DPS™の考え方に基づき、X-SEPA™を最大限に活かしたバッテリ（部材メー

カーを含む）のコンソーシアムを設立し、オープンなサプライチェーン構築を行い、長寿命化で製造量自体は減っ

たとしても、寿命が延びたことによるサービス課金の増加、データ提供による利益還元が、コンソーシアムに参加

した企業の新しい売上となる仕組みを構築していきます。

 
② カーボンニュートラルリースサービス

noco2は、バッテリ及び車体の製造時に排出されるCO2をカーボンクレジットと相殺し、充電用電源には再生可能

エネルギーを提供することで、EVなどの電動化したモビリティを完全にカーボンニュートラルな状態でリースによ

り提供します。また、バッテリはモビリティ用に一次利用した後は、定置用蓄電池（ESS）用に二次利用し、リサイ

クル・廃棄まで含めて循環利用する仕組みを整えていきます。現在、タイやフィリピンなどの東南アジアを中心に

具体的なプロジェクトが始動しており、2023年度中の事業化を目指します。なお、当該事業に関しては、カーボン

クレジット付リースとしてビジネスモデル特許を出願しており、また大量のバッテリを当社グループで保有するこ

とによる初期投資に対する資金調達は、循環型の長寿命バッテリをESG（環境・社会・ガバナンス）商品として証券

化することで対応する予定であり、これに関してもビジネスモデル特許を出願しております。当社グループは、当

社が開発したセパレータ及びバッテリ技術、ビジネスモデルをライセンスにより各子会社に供与することで各事業

の競争優位性を確保していきます。

 
③インテリジェントバッテリによる社会の効率化

当社グループの戦略的提携先のTESNOLOGY株式会社が開発した0.3MBの容量で稼働する極小のデータ管理システム

であるDI Engine™を、当社の革新的なセパレータであるX-SEPA™から構成されたバッテリに搭載することで、インテ

リジェント化されたバッテリを社会全体に普及していきます。インテリジェントバッテリは、モビリティの用途で

は、運行の効率化サービス、将来的には自動運転を実現します。家庭用ESSの用途では、家の中のデバイスを駆動さ

せているバッテリの電気の使用量、デバイスへの送電量、どのデバイスの電気の優先順位がいつ高いのかを把握

し、必要な時に必要な分のエネルギーをバッテリから送ることでエネルギーの使い方を変容させ、さらには家全体

のエネルギーが状況状態に応じて最適化され、各家庭の消費電力を抑えることを可能とします。そのようなインテ

リジェントバッテリが、家庭、モビリティから始まり、社会全体に広まっていくことで、街単位、国単位でのエネ

ルギーの需給調整を実現し社会全体の効率化を図ります。

 
④ ソルガムの栽培を通じた食糧及びクリーンエネルギーの提供

Binexは、大学と共同開発中のアフリカ原産イネ科のソルガム(和名：タカキビ、高粱)の栽培を通じて、収穫した

子実は食糧や家畜の飼料として、茎や葉はブラックペレットやバイオメタノールなどのバイオマス原料として、根

に固定されたCO2はカーボンクレジットとして流通させることで事業化を図ります。2023年度中にはオーストラリア

での大規模栽培を開始する予定であり、バイオマス原料の量産化に備えて設備投資を進めてまいります。

 

⑤ メタノール改質燃料電池で実現するカーボンネガティブな社会

メタノール改質燃料電池は燃料電池に改質器を組み合わせ、特殊な改質触媒と吸熱反応によってメタノールから
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水素を取り出し、電気を発電させる装置です。当社グループは、2023年度に開発拠点を新設し、設計に必要なシ

ミュレーションや解析を行うためのCAE能力、試作能力、評価能力を大幅に増強するほか、改質触媒の熱交換器への

適用を行いシステム全体の検討を加速させていきます。その後、2025年度以降を目途にユニットのデリバリーを開

始する予定です。当社のソルガムを原料としたバイオメタノールを燃料電池のエネルギーとすることで、CO2を発生

させないだけでなく、ソルガムが根にCO2を固定化した分だけカーボンネガティブとなるソリューションを提供しま

す。

 
⑥ カーボンクレジットプラットフォーム

当社グループは、CO2を吸収した企業が対価を受領し、CO2を排出した企業が対価を支払うという明瞭かつ信頼性

の高いカーボンクレジットプラットフォームを構築することで、カーボンクレジットによる脱炭素化を促進すると

ともに、カーボンクレジットプラットフォームを通じて得た収益の一部を森林の保全や海洋プラスチックごみの解

決など、生態系の保全事業に投資することで環境問題の解決を図ります。
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４ 【関係会社の状況】
 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）      

noco-noco Pte. Ltd.
（注）５

シンガポール
千US＄
2,348

脱炭素化ソリュー
ションの提供

84.7

製品の販売
役員の兼任
従業員の出向
資金の貸付

noco-noco (thai) Co.,
Ltd.（注）６

タイ
バンコク

千THB
10,000

脱炭素化ソリュー
ションの提供

100.0
役員の兼任
従業員の出向

ソーシャルモビリティ株式
会社（注）３

東京都港区
千円

100,000
その他 55.6

管理業務の受託
役員の兼任
従業員の出向
事務所の転貸
資金の貸付

quintuple air株式会社 東京都港区
千円
30,000

その他 70.0
役員の兼任
資金の貸付

カウラ株式会社 東京都港区
千円
36,000

その他 100.0
管理業務の受託
開発業務の委託
事務所の転貸

バイネックス株式会社 東京都港区
千円

165,000

バイオマス燃料及び
カーボンクレジット

の創出
80.0

管理業務の受託
役員の兼任
資金の貸付

BINEX Singapore (Pte.
Ltd.)（注）４

シンガポール
千SG＄
1,042

バイオマス燃料及び
カーボンクレジット

の創出

　　 82.2
（73.1）

資金の貸付

 

(注) １．上記の他、当社は非連結子会社を５社有しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。

２．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

３．債務超過会社であり、2022年12月末時点で債務超過額は以下のとおりであります。

ソーシャルモビリティ株式会社                  456,877千円

４．子会社であるバイネックス株式会社が73.1％出資しております。

５．3DOM Singapore Pte.Ltdは、2022年11月9日付でnoco-noco Pte. Ltd.に社名変更しております。

６．3DOM（ASIA）CO., LTD.は、2022年12月14日付でnoco-noco（thai）Co., Ltd.に社名変更しております。
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５ 【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

   2022年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

noco-noco事業 ９(０)

Binex事業 １(０)

全社(共通) 102(25)

合計 112(25)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間

の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等の報告セグメントに属していない従業員であり

ます。

 

（２）提出会社の状況

   2022年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

102（25） 46 2.7 7.410
 

　

セグメントの名称 従業員数（名）

全社（共通） 102（25）

合計 102（25）
 

(注) １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会

社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、平均人員を元に算出しております。

 

（３）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 
（１）経営の基本方針

当社グループは、「危機的状況にある環境問題を真に解決し、夢と希望あふれる未来を創造するために知恵と勇

気と技術をもって立ち向かう」をビジョンに掲げ、下記社会の実現を目指し事業を進めることで、自由を基調とす

る資本主義経済を維持し豊かさを享受しつつ、環境問題の解決を図ってまいります。

①大量生産・大量消費から物を大切にする経済社会へ（DPS™による大量生産からの脱却）

②DI Engine™で情報をつなぎ人と機器が連携する社会へ

③カーボンクレジットと情報の価値化により実現する、物に替わる新しい価値の創造

 
（２）経営環境及び経営戦略

①　大量生産・大量消費から物を大切にする経済社会へ（DPS™による大量生産からの脱却）

CO2排出による地球温暖化、森林伐採等の自然破壊による生物絶滅の危機を含む環境問題は悪化の一途を辿って

います。産業革命以降、大量生産によって利益を生み出し、その一部を再び投資して生産を繰り返す拡大再生産

によって飛躍的に経済成長を遂げてきた結果として、供給量が需要量を上回る供給過剰の産業構造が出来上が

り、大量廃棄という新しい環境問題も抱えています。当社グループは、環境問題の真の解決を図るためには、こ

れまでの大量生産・大量消費の社会経済スタイルを変革し、モノや資源を長持ちさせてライフサイクル全体でCO2

削減と資源の有効活用を図ることが重要と考えています。

たとえば、電気自動車（EV）は、ガソリン車を含むICE車と比較して走行時のCO2排出量は一般的に減少します

が、バッテリ製造時に大量のCO2を排出するため、EV製造時のCO2排出量はICE車のそれと比較して 1.5から2.0倍

にもなります。そのため、資源の採掘から廃棄までのライフサイクル全体でのCO2排出量を評価するLife Cycle

Assessment（LCA）を採用し、ライルサイクルを通したCO2の削減ができるよう、車体もバッテリも社会全体で共

有して長持ちさせる仕組みづくりを並行して進める必要があります。当社グループは、長持ちする高品質な製品

をつくるために部材から最終製品メーカーまでが共に情報を共有し、研究開発を行うサプライチェーン作りを進

め、また、開発した高品質な製品を販売せず、サービス課金を行い、伸びたライフサイクルに応じて増加した利

益を参加企業間で分け合うData & Profit Sharing（DPS™）を普及していくことで、環境問題の真の解決を図りま

す。

 
②　DI Engine™で情報をつなぎ人と機器が連携する社会へ

現行のクラウドコンピューティングサービスを前提とした場合、今後のIoT化の進展に伴い、送信されるデータ

の量は膨大になり、トラフィックの圧迫によってクラウドの電力消費量が加速度的に増加すると予想されます。

また、GDPR（General Data Protection Regulation：EU一般データ保護規則）を制定し、個人情報の扱いや情報

漏洩について厳格な規制を行っている欧州では、クラウドコンピューティングサービスを展開するIT企業に巨額

の制裁金を科す例が相次いでいます。クラウドの限界を打破するための分散型インターネットの新しい概念とし

てWeb3が登場しましたが、その中核を担うブロックチェーン技術に関しても、データをつなぐための検証作業に

膨大な計算が必要で、インターネット上の電力消費をどう抑えるかという大きな課題を抱えたままです。

当社グループは、0.3MBの容量で稼働する極小のデータ管理システムであるDI Engine™をバッテリに搭載し、社

会全体に普及させることで、人と機器または機器と機器同士がクラウドを介することなく必要な範囲で必要な

データを共有することによって、個人の情報は個人が管理する「情報の民主化」を達成します。また、エネル

ギーの見える化や省電力でのデバイスのIoT化を実現し、社会全体の効率化を図ります。
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③　カーボンクレジットと情報の価値化により実現する、物に替わる新しい価値の創造

環境問題を解決するためには如何にCO2の排出を削減するか、また森林等を通して如何にCO2の吸収量を増やし

ていくかが重要になりますが、当社グループが、インテリジェント化したバッテリにより脱炭素化ソリューショ

ンを提供する「noco-noco事業」、ソルガムの育成によりバイオマス燃料及びカーボンクレジットを創出する

「Binex事業」を通じてCO2の排出削減及び吸収を行う以外に、これを世界規模で促進するためにはCO2に価格を付

け、CO2を排出する企業や自治体などの行動を変容させていくカーボンプライシングという考え方が重要になりま

す。また、大量生産大量消費から脱却しつつ経済成長を維持するためには、物に替わる新しい価値の創造が必要

となります。

当社グループは、CO2を吸収した企業が対価を受領し、CO2を排出した企業が対価を支払うという明瞭かつ信頼

性の高いカーボンクレジットプラットフォームを構築することで、カーボンクレジットによる脱炭素化を促進す

るとともに、カーボンクレジットプラットフォームを通じて得た収益の一部を森林の保全や海洋プラスチックご

みの解決など、生態系の保全事業に投資することで環境問題の解決を図ります。また、上記②に記載した「情報

の民主化」により、個人情報は個人が許可した相手にのみ対価と引き換えに共有するモデルを構築することで情

報の価値化を図ります。カーボンクレジットと情報は、物に替わる新しい資本主義の根幹になると考えていま

す。

 
     ＜環境問題と経済成長に対する当社グループの基本的な考えと具体的な解決策＞

 取り組むべき課題 解決策

環境問題

―地球温暖化

CO2削減

大量生産大量消費からの脱却 Data ＆ Profit Sharing（DPS™）

内燃機関から電動化へ バッテリの長寿命化技術と循環モデル

社会全体の効率化 DI Engine™による情報の連携

化石燃料に替わるエネルギーの創出 15分でメタノールを生成する技術

CO2吸収

バイオマス由来燃料から水素を取り出

す燃料電池の開発

メタノール改質燃料電池

自然由来のカーボンクレジットを活用 ソルガムの根にCO2を固定

自然由来のカーボンクレジット取得

CO2取引の促進

カーボンプライシングの推進 カーボンニュートラルリースなど売る

ための仕組みづくり

―生物多様性の危機

 生態系の保全 生態系保全事業への投資

経済成長

 物に替わる価値の創出 カーボンクレジットと情報の価値化
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（３）対処すべき課題

上記（２）に記載の状況の下、各事業の拡大・推進にあたり、当社グループでは、以下の課題について重点的に

取り組みを進めてまいります。

 
①　収益基盤の拡大

当社グループは、８年間の研究開発活動を経て創出した技術、ビジネスモデルを元に2023年度から顧客への

サービスの提供を開始、収益を計上する予定です。noco-noco Pte.Ltd.（以下、「noco2」という。）はカーボン

ニュートラルリースサービスを配送業者等に提供するほか、当初余剰に取得したカーボンクレジットを販売する

ことで収益を確保します。また、サービスで提供されたバッテリにDI Engine™を搭載することで配送業者などに

対しては運行データサービスやサーバー利用サービス提供し、収益基盤の拡大を図ります。Binexは、当初は商社

や食品メーカーに飼料用及び食料用ソルガムグレインを提供するとともに発電事業者にソルガムペレットを提供

することで収益を確保します。また、バイオメタノールで稼働する燃料電池を配送業者や造船会社に提供すると

ともに航空会社にはSAF（持続可能な航空燃料）、化成品業に石油代替製品を提供することで更なる収益基盤の拡

大を図ります。これらの収益基盤の拡大の実現のために、継続的な研究開発活動及び設備投資を行うとともに、

アライアンスパートナーとの連携及び新規事業開発に取り組んでまいります。

 
② 安定的な資金調達の確保と財務基盤強化

今後も継続的に研究開発活動及び設備投資を行うためには必要な資金を安定的に確保することが重要となりま

す。当社グループは、noco2の米国NASDAQ市場への上場などのエクイティファイナンスによる資金調達と、金融機

関からの借入を組み合わせることで安定的な資金調達と財務基盤の強化に取り組んでまいります。

 
③　人的資本経営

「真の環境問題の解決」というビジョンを達成するためには企業規模の拡大が必須であり、企業規模の拡大を

企業価値の向上につなげるためには、社員全員が経営理念や経営方針を深く理解し、個人を尊重したうえで強い

チームワークを発揮していき、人材の価値を最大限引き出せる組織を構築していく必要があります。当社グルー

プでは、採用活動を積極的に推進するとともに、社員への教育体制の整備及び強化、組織体制や社員の評価方法

の改革を進め、人的資本経営による企業価値の向上を目指します。また、急速な組織の拡大に伴い、従来型の雇

用契約による新規採用や中途採用のみならず、外部専門人材を活用しつつ、企業の知的財産等の情報を守る仕組

みづくり、誰が最も貢献したのかを組織内全員で共有できるような人事評価システムの導入を検討しておりま

す。

 
④　内部管理体制の強化

当社グループは、今後より一層の企業規模の拡大及び成長を見込んでおります。そのため、企業規模拡大に応

じた内部管理体制の構築を図るために、コーポレート・ガバナンスを重視し、リスクマネジメントの強化、内部

統制の継続的な改善及び強化を推進してまいります。また、昨今、システム障害、自然災害等による不測の事態

による事業の停止や人権への配慮等、企業を取り巻くリスクも多様化しております。そのため、当社の事業に関

連する法規制や社会的要請等の環境変化にも対応しつつ、企業としてより一層強靭化をするために、内部管理体

制の整備及び改善に努めてまいります。
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２ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであり

ます。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）市場及び事業に係るリスク（オペレーショナルリスク）

①　経済情勢について

当社グループは、グローバルな景気動向、最終製品・サービスの需要変動、技術革新、製品・サービスの陳腐

化や価格の下落の影響を受けております。特に、当社グループが提供する脱炭素化ソリューションは、世の中の

環境問題への取り組みに対する姿勢に応じてその成長速度が影響を受け、経済情勢の停滞・減退局面において

は、当社グループの想定通りに脱炭素化の機運が高まらない可能性があり、その場合、当社グループの事業、財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
②　海外での事業活動について

当社グループは、顧客が世界の様々な地域に所在していることから、アジアの主要エリアに活動拠点を有して

おり、各地域の特色に合わせた事業活動を行っております。海外で事業活動を行うにあたっては、地政学上のバ

ランス、各国の政治・経済情勢、海外輸送・生産の遅延やコストの上昇、為替の変動、外資規制・知的財産権等

に関する法規制の新設又は変更、税制の変更等のリスクが存在すると考えております。これらのリスクが顕在化

することにより、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
③　製品の品質・安全について

当社グループは、市場からの情報に基づき関連部門が連携して迅速に不具合原因の究明及び対策を実施し、ま

た、潜在リスクの検証を適切に行うことに努めております。製品及びサービスの品質及び安全性の確保の努力を

常に行っておりますが、製品の欠陥又は不具合による大規模な賠償請求がお客様からある場合には、多額の費用

負担、当社への評価、ブランド・イメージの毀損等により、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

 
④　資金調達について

当社グループにおいては、新技術や新製品のための研究開発への継続的な投資が必要となります。当社グルー

プは、これまで必要な資金を主にエクイティでの調達に加え、銀行借入や社債発行により賄ってきましたが、金

融市場の混乱、各国中央銀行の金融政策の変更、金融機関の貸付方針の変更、当社グループの信用力の低下等に

より、当社グループに有利な条件で資金調達をできない可能性があります。これらの結果、負債の金利や株式の

希薄化等、資金調達コストが増加する可能性や、研究開発や必要となる各種投資を適時かつ適切な範囲で実施で

きない可能性があります。

 
⑤　法規制等について

当社グループは日本、シンガポール、タイ、フィリピン、オーストラリアなどの国・地域において事業を展開

しており、環境に係る様々な法律や政府による規制の適用を受けています。当社グループが当該法規制に適応又

は遵守できない場合、またそれにより制裁を受けた場合や改正・強化された新たな規制に適応し遵守するために

多額の費用が生じる、又は部品調達、製品の生産・販売、物流、サービスの提供等が遅延若しくは停止する場合

には、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥　知的財産権侵害について

当社グループは、他社製品・サービとの差別化のため、技術・ノウハウ等の知的財産を保護するとともに、第

三者の知的財産権に対する侵害の予防に努めております。しかしながら、第三者が当社グループの知的財産を不

当に使用した類似のサービスの提供及び商品を製造・販売することや、世界各国における法規制上、当社グルー

プの知的財産権の保護に限界があることで売上減少や訴訟費用が発生した場合、あるいは、当社グループによる

予期せぬ第三者の知的財産権侵害のためにサービス提供又は製造販売の中止、賠償金支払、当社製品への評価及

び需要の低下等が生じた場合、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの製品には第三者からライセンスを受けて製造・販売しているものがありますが、今後第三

者から必要なライセンスを受けられなくなる可能性や、引き続きライセンスを受けられるとしても従前より不利

な条件でしかライセンスを受けられない可能性があります。当社グループ又はその顧客が事前の調査にかかわら

ず第三者の権利を侵害する場合、第三者より当社グループ又はその顧客に対して知的財産権に関する訴訟を提起

され、当社グループが重要な技術を利用できなくなる可能性や、当社グループに帰責事由がある場合には当社グ

ループが多額の損害賠償責任を負う可能性があり、また、当社グループに帰責事由がない場合でも、訴訟対応の

ため、時間、費用その他当社グループの経営資源が費やされる可能性があります。

 
⑦　情報技術及び情報セキュリティについて

当社グループの運営や製品・サービス等に利用する情報及びこれを保存するネットワークやシステム等の情報

技術は、委託先管理のものを含め、多岐にわたります。コネクティッドサービスやIoT技術の進展を踏まえ、当社

グループは、ハードウェア・ソフトウェアの安全管理対策を実施しておりますが、それにもかかわらず、インフ

ラや製品・サービス等へのハッキング・サイバー攻撃、当社グループ内部若しくは委託先での管理不備ないし人

為的な過失、又は自然災害等の発生により、当社技術情報等の機密情報・個人情報等の漏えい、重要な業務や

サービスの停止、不適切な事務処理、又は重要データの破壊・改ざん等が発生し、当社グループのブランド・イ

メージや社会的信用の低下による売上の減少、法的請求、訴訟、賠償責任又は制裁金や罰金の支払義務発生、又

は生産停止等の運営の支障が生じた場合には、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 
（２）事業戦略や競争力維持に係るリスク（戦略リスク）

①　他社との提携等の影響

当社グループは、経営資源の効率化や相乗効果を期待し、研究開発、生産、販売、サービス提供等の分野にお

いて共同出資関係を含む他社と業務提携・合弁による事業運営を行っておりますが、相手先の事業戦略の変更や

当事者間の不一致等により、提携・合弁関係を変更または維持できなくなる可能性や期待どおりの成果を生まな

い可能性があります。期待どおりの成果を生まない場合や、提携・合弁先の財務状態が悪化した場合には、当社

グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
②　人事労政戦略の影響

当社グループは、専門性を持つ人材の確保と、適切な人員配置、役割に基づいた処遇制度の整備、多様な働き

方を支える風土の醸成を重要な取り組みとして推進しております。しかしながら、採用難や労働市場の流動性の

高まりにより、計画通りの採用や定着化が進まなかった場合には、当社グループの事業、財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。
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（３）事業の継続に係るリスク

①　気候変動について

CO2の大量排出に伴う地球温暖化は危機的な状況まで達しており、世界各地で集中豪雨や高温化などの異常気象

が多発しております。COP26において設定された平均気温の上昇を1.5度以内に抑える目標を達成すためには、今

後CO2の排出を5,000億トン弱に収める必要があり、毎年400億トン以上のCO2を排出し、さらに年々増加傾向にあ

ることを踏まえると一刻の猶予もなく、現在の状況が続く場合には、地球での活動が困難になる可能性がありま

す。当社グループは、「環境問題を真に解決」することをビジョンとして掲げており、提供するサービスやプ

ラットフォームは脱炭素化、生態系の保全といった環境問題の解決につながるものであり、当社グループは事業

活動全般を通じてCO2の削減に貢献し、気候変動のリスクを軽減する努力を進めます。

 
②　自然災害や事故、感染症等の影響

当社グループが事業展開をしている当該各地で大規模な地震・台風・洪水等の自然災害や火災等の事故、新型

コロナウイルス感染症等の感染症の発生により、当社グループ又はその取引先の操業の中断等の重大な支障をき

たす場合があります。当社グループの事業への影響が大きいと想定されるシナリオに基づき、事業継続計画を策

定するとともに、定期的な訓練による有効性検証を行い、今後の新たな脅威に備えてまいりますが、想定を超え

る規模で自然災害や事故、感染症等が発生し、関連の研究開発・製造拠点等の設備の損壊等によりオペレーショ

ンが遅延若しくは停止する場合には、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 
（４）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、2014年12月期から８期連続営業損失を計上し、当連結会計年度においても重要な営業損失を

計上するとともに重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、また、当連結会計年度末の流動負

債が流動資産を超過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。このような事象又は状況の解消を図るべく、当社グループは、以下の諸施策を遂行する

ことにより、収益構造の改善及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

①　収益構造の改善

当社グループは、当連結会計年度において、長年にわたる研究開発の成果として三次元規則配列多孔構造を持

つ独自の多層セパレータ（「X-SEPA™」）を開発し、2023年２月よりサンプル出荷を開始しました。X-SEPA™は、

バッテリの長寿命化、信頼性向上（事故率低減等）、高い放電レートを実現し、シンガポールの子会社である

noco-noco Pte. Ltdが、カーボンニュートラルリースサービスとしてX-SEPA™を使用したバッテリをリースで提供

することで、二酸化炭素排出量の削減による環境への貢献と収益性の向上を実現します。カーボンニュートラル

リースサービスに関して、当連結会計年度において、東南アジアを中心に複数の取引先と基本合意書（MOU）を締

結しており、2023年12月期中における売上の計上を見込んでおります。

また、福島県において、東京大学と共同開発中のアフリカ原産イネ科のソルガム（和名：タカキビ、高粱）の

テスト栽培を行い、収穫したソルガムの茎や葉を使用してペレットを製造しました。2023年12月期中において

は、オーストラリアでの大規模栽培を開始し、ソルガムの実は食糧や飼料として、茎や葉はペレットやメタノー

ルなどのバイオマス原料として収益化を図ります。

当連結会計年度においては、研究開発等のイニシャルコストの発生により営業損失となっておりますが、当社

グループの目指す真の環境問題の解決に向けて、複数のビジネスモデルの事業化による収益構造の改善に取り組

んでおります。

 
②　財務基盤の強化

当連結会計年度において、Future Science Research株式会社（以下、「FSR社」という。）からの借入金の一

部について、代物弁済による返済（2,375,800千円）を行うとともに、FSR社を割当先とする第三者割当増資によ

る普通株式の発行（デット・エクイティ・スワップ、1,608,000千円）を行っております。また、社債の発行によ

り1,450,000千円、FSR社からの借入により2,056,816千円の資金調達を行っております。さらに、今後の研究開発

や設備投資を中心とする資金需要に対応すべく、FSR社からの資金調達に加えて、子会社であるnoco-noco Pte.

Ltd.が、米国NASDAQ市場に上場している特別買収目的会社（SPAC）であるPrime Number AcquisitionⅠCorp.,と

2022年12月29日に企業結合契約を締結し、米国NASDAQ市場への上場を通じて機動的な資金調達を図ることで安定
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した財務基盤の実現に取り組んでおります。

 
しかしながら、これらの施策を実施してもなお、今後の経済情勢等により「収益構造の改善」が計画通り進ま

ないリスクがあり、「財務基盤の強化」に関して当初想定した資金調達を実行できないリスクがあります。これ

らのリスクにより今後の事業運営のための資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があるため、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結計算書類に反映しておりません。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①　財政状態の状況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は1,017,153千円（前連結会計年度末比357,855千円増）となりま

した。これは主に、ソルガムの種子の購入により原材料及び貯蔵品が165,035千円増加したことによるものであ

ります。

 
（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は5,979,758千円（前連結会計年度末比2,011,227千円増）となり

ました。これは主に、Hop2itグループに対する投資仮勘定が1,821,820千円増加したことによるものでありま

す。

 
（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は1,165,098千円（前連結会計年度末比71,172千円減）となりまし

た。これは主に、noco-noco (thai) Co., Ltd.において買掛金を支払ったことにより支払手形及び買掛金が

88,243千円減少したことによるものであります。

 
（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は4,513,949千円（前連結会計年度末比1,469,639千円減）となり

ました。これは主に、代物弁済及びデット・エクイティ・スワップ等により長期借入金が2,665,098千円減少し

たこと、社債の発行により社債が1,150,000千円増加したことによるものであります。

 
（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は1,317,864千円（前連結会計年度末比3,909,894千円増）となりま

した。これは主に、代物弁済及びデット・エクイティ・スワップ等により資本金が1,064,100千円及び資本剰余

金が6,170,185千円増加したこと、親会社株主に帰属する当期純損失の計上により利益剰余金が3,302,257千円

減少したことによるものであります。

 

②　経営成績の状況

当社グループは、脱炭素化ソリューションを提供するnoco-noco事業と、バイオマス燃料及びカーボンクレジッ

トを創出するBinex事業を軸に、技術の開発、ビジネスモデルの構築、知財の獲得、新規パートナーとの提携な

ど、事業開発に注力致しました。当連結会計年度において、当社サービスをローンチするところまでには至りま

せんでしたが、一方で、世界的な環境問題に対する危機意識の高まりにより当社が提供するサービスへの需要は

高まっていると認識しており、今後の当社のビジネスモデルの社会実装及び更なる成長を目指してまいります。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は6,879千円（前連結会計年度比39.6％増）、営業損失は

3,061,811千円（前連結会計年度比11.4％増）、経常損失は3,216,006千円（前連結会計年度比12.7％減）、親会

社株主に帰属する当期純損失は3,302,257千円（前連結会計年度比10.9％減）となりました。

なお、売上高の金額的重要性が乏しいため、セグメントごとの経営成績に関する記載は省略しております。
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③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ80,211

千円減少して、156,105千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は3,032,674千円（前連結会計年度は2,338,104千円の使用）となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純損失3,255,964千円の計上によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により獲得した資金は、60,847千円（前連結会計年度は850,081千円の使用）となりました。これは

主に、関係会社株式の売却による収入866,800千円によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は2,885,512千円（前連結会計年度は3,331,208千円の獲得）となりました。こ

れは主に、長期借入れによる収入2,569,016千円、社債の発行による収入1,450,000千円によるものでありま

す。

 
④　生産、受注及び販売の実績

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

 
①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たり、見積りが必要な事項につきましては、一定の会計基準の範囲内

にて合理的な基準に基づき、会計上の見積りを行っております。

なお、当社グループの連結財務諸表の作成に際して採用している重要な会計方針及び見積りは、「第５　経理

の状況　１　連結財務諸表等　(１)　連結財務諸表　注記事項(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項)」及び「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(１)　連結財務諸表　注記事項(重要な会計上の見積り)」

に記載しております。

 
②　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.経営成績

（売上高）

当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ1,952千円増加し、6,879千円（前連結会計年度比39.6％

増）となりました。これは主に、試作品の売上が増加したことによるものであります。

 
（売上原価、売上総利益）

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べて13,621千円増加し、23,734千円（前連結会計年度比

134.7％増）となりました。これは主に、試作品在庫を廃棄したことによるものであります。この結果、売上総

利益は前連結会計年度に比べて11,668千円減少し、16,854千円の売上総損失となりました。

 
（販売費及び一般管理費、営業損失）

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べて300,774千円増加し、3,044,957千円

（前連結会計年度比11.0％増）となりました。これは主に、研究開発費の増加によるものであります。この結

果、営業損失は3,061,811千円（前連結会計年度比11.4％増）となりました。

 

（営業外収益、営業外費用、経常損失）

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度に比べて18,029千円増加し、136,513千円（前連結会計年度

比15.2％増）となりました。これは主に、円安に伴い為替差益50,155千円を計上したことによります。

営業外費用は、762,490千円減少し290,707千円（前連結会計年度比72.4％減）となりました。これは主に、

貸倒引当金繰入額及び関係会社株式評価損の減少によるものであります。この結果、経常損失は3,216,006千円

（前連結会計年度比12.7％減）となりました。

 

（特別利益、特別損失、税金等調整前当期純損失）

特別損失は、減損損失を39,958千円計上いたしました。この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純損

失は3,255,964千円（前連結会計年度比11.6％減）となりました。

 

（法人税等、親会社株主に帰属する当期純損失）

法人税等は、主に課税所得の発生により22,941千円増加し、61,817千円（前連結会計年度比59.0％増）とな

りました。

その結果、親会社株主に帰属する当期純損失は3,302,257千円（前連結会計年度比10.9％減）となりました。
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b.財政状態

主な増減内容については、「(1)経営成績等の状況の概要　①財政状態の状況」に記載の通りであります。

 
③　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容については、「(1)経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

 
④　資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループにおける主な資金需要は、当社グループの事業拡大を企図した、M&A及び戦略的投融資や設備投資

のほか、研究開発活動や営業活動にかかる人件費です。これらの資金需要に対して、主に代表取締役の支配する

Future Science Research株式会社からの借入や社債の発行により充当しています。
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４ 【経営上の重要な契約等】

（１）当社子会社における企業結合契約

当社のシンガポール子会社であるnoco-noco Pte. Ltd.（以下、「noco2」という。）は、米国NASDAQ市場に上

場している特別目的会社（SPAC）であるPrime Number Acquisition I corp.と、2022年12月29日に企業結合契約

（以下、「本企業結合契約」という。）を締結しました。本企業結合契約の完了により、noco2は、米国NASDAQ市

場に上場するケイマン諸島の新規設立会社（以下、「公開会社」という。）の子会社となり、公開会社は当社の

子会社となる予定です。

 
（２）カーボンクレジット事業の取得に関する契約

当社のシンガポール子会社であるnoco-noco Pte. Ltd.（以下、「noco2」という。）は、オーストラリア及びパ

プアニューギニアにおいて森林保全等の活動からカーボンクレジットを創出し販売する事業（以下、「カーボンク

レジット事業」という。）を手掛けるHop2itグループと、2023年１月19日に新規に設立したnoco-noco Australia

Pty Ltd（以下、「noco2 AU」という。）にカーボンクレジット事業を引き継ぐ契約を、2022年12月28日に締結しま

した。これにより、今後noco2が52％を保有するnoco2 AUにおいて、カーボンクレジット事業を遂行してまいりま

す。
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５ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、①3DOMセパレータの技術開発及び量産化に向けた検証設備導入と立ち上げ、②

3DOMセパレータを搭載したNMC系（ニッケル、マンガン、コバルト系）にLMFP（リチウムマンガンリン酸鉄）を添加し

た正極を有するリチウムイオンバッテリーLIBDOMの技術開発及び量産化、③次世代リチウム金属負極二次電池（LMB：

Lithium Metal Battery）及びLMBの電解質に固体電解質を搭載して信頼性を高める固体電解質電池（SEB：Solid

Electrolyte Battery）、④上記LIBDOMセルを搭載し、当社ビジネスモデルを推進する電動４輪、電動２輪、ESSへ組

み込む電池パックの技術開発及びソリューション開発の主に４分野において研究開発、技術開発を行うと共に、お客

様へタイムリーな技術提供を行っております。

研究開発体制は、当社の研究開発部門と、共同研究契約を締結している東京都立大学をはじめとする共同研究機関

との密接な連携・協力関係を保ちながら、効果的かつ迅速的に活動を推進して参ります。当連結会計年度における当

社グループが支出した研究開発費の総額は949,795千円であります。

上記①の3DOMセパレータの技術開発及び量産化に向けた検証設備導入と立ち上げについて、要素開発とパイロット

ラインで確立したプロセス技術および製造ノウハウを量産化検証ラインへ導入・展開し、セパレータの各種性能検証

を進め、積層型セル量産化に向けた積層工法の確立を実現すべく開発を進めてまいります。

セパレータ製造委託先候補会社として台湾の大手プラスチック製造会社と共に開発をすすめる共同研究契約を締結

し、リチウムイオン二次電池用セパレータとしての生産課題を明確にしながら量産工程の移管準備を進めておりま

す。また2022年度は、性能を引き出す高空孔率層と強度を確保する低空孔率層の多層化膜に成功し、特性と強度を両

立する多層式セパレータ技術を確立、X-SEPA™（エックスセパ）として特許出願を実施致しました。このX-SEPA™は

2022年11月に開催された第63回電池討論会にて共同研究機関である東京都立大学の発表の中で紹介され、サンプル供

給は2023年度２月を目標に取り組み、予定通りに実施致しました。既に10社を越える大手LIBメーカーからサンプル引

き合いを頂戴し、対応を進めております。更に、X-SEPA™を搭載したセルの寿命性能の向上については、東京都立大学

教授また当社CTOである金村先生のご指導のもと、2023年３月に開催された電気化学会第90回大会にて研究成果の発表

を行いました。

次に量産化の推進においては、量産化検証ラインを2022年８月に立ち上げ完了、成膜高速化の実現性を検証する一

方で、製造アライアンス構築中の台湾の大手プラスチック製造会社との協業を進めており、当該会社が開発したポリ

イミドワニス及び有機ビーズを用いてスリーダムセパレータの成膜に成功致しました。今後、X-SEPA™の更なる製造原

価低減を目指し、次世代量産ラインの設備仕様（成膜速度、膜幅、加熱方式等）の検証を国内設備製作会社と協業し

て進めて参ります。

②の3DOMセパレータを搭載したリチウムイオンバッテリーLIBDOMの開発量産化について、エネルギー密度、寿命性

能および信頼性向上を図るため、ニッケル・マンガン・コバルトを主成分とする三元系材料（NMC）にリン酸マンガン

鉄リチウム（LMFP）を加えたNMC+LMFP正極を用いた電池の開発をパートナー企業である台湾のLIB製造委託会社と共に

実施しております。

2022年度は、2021年度に既に選定した正極設計に基づき台湾のLIB製造委託会社にて試作した大型電池（スケール

アップ）の各種性能評価、プロセス検証を実施し、適宜変更を加えながら電池基本設計を固めてまいりました。本電

池において、セパレータ量産開発グループで開発したセパレータ（X-SEPA™）を搭載する方針へ舵を切り、同セパレー

タの適用性検討も並行して推進しております。X-SEPA™を搭載した電池については2023年上旬にセル量産化テストを計

画しております。

また、今後の当社リチウムイオン電池の訴求力向上に向けた技術開発として、上記X-SEPA™搭載に加え、さらなる高

信頼性・高出力電池（正極LMFP比率の検討等）、耐高温仕様電池（材料検討等）についても鋭意開発を進めておりま

す。特に耐高温仕様電池については、当社X-SEPA™を併用しなければ達成し得ない超長寿命リチウムイオン電池実現の

可能性を見い出し、2023年４月中の特許出願に向けて開発を更に加速して参ります。

③の次世代リチウム二次電池LMB及びSEBの研究開発について、これまでに当社の研究開発で培ったLMBを軸として、

新たに高エネルギー密度と高出力特性を両立させるために、電極設計と電解液等を適正化した４Ah級LMBを開発しまし

た。このセルは将来のエアーモビリティ用途向けの電源システム開発検討用に、国内大手自動車部品会社にサンプル

提供し評価確認中です。また、国内大手通信会社から無人航空機用のサンプルを要望されており、2023年度に６Ah級

LMBサンプルの提供に向けて準備しております。なお、これまで当社で実施してきたLMB研究開発の一部成果を、2023

年３月に開催された電気化学会第90回大会で発表し、多くの大学、企業から当社3DOMセパレータに対する強い関心を

お示し頂きました。またSEBについては、当連結会計年度において、当社独自の3DOMセパレータ/固体電解質層のハイ

ブリッド電解質膜を適用した半固体小形SEBサンプルを、国内大手自動車会社で評価検証いただきました。今後、その

評価結果を基に更なるサイクル寿命性能改善に向けた改善サンプルを、2023年４月に提案すべく研究開発を進めてい

る状況です。
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④のバッテリソリューション開発については、上記LIBDOMセルを電動２輪、４輪に組み込むための標準パックの開

発を新しいテーマとして取り組んでおります。当社は、LCAをトータルで考慮したバッテリに焦点を当て、１次利用

（モビリティ）、２次利用（ESS：Energy Storage System）に最適なバッテリコンセプト・仕様の検討に着手しまし

た。１次利用は、バッテリレイアウトの制約から特にエネルギー密度が求められる２輪や３輪などの小型モビリティ

を対象としており、特にタイ、インド、インドネシアと言った小型モビリティの需要が高い東南アジア地域での市場

ニーズを調査し、バッテリに求められる要件を分析及び商品仕様への反映を行うと共に、２次利用のESSに要求される

要件も分析及び商品仕様への反映を行ってまいります。

本商品仕様の特徴として、(１)１次⇒２次への転用の容易構造の採用による転用コスト削減、(２)バッテリだけで

はなく、バッテリ以外の部品（制御器、ケーブル類）の再利用を考慮した循環サイクルによるハードの合理化、(３)

進化するセルに対し、パック基本設計は変更せず互換性を確保しながら、セル特性に応じたBMSソフト開発のみの小規

模・短期間開発が挙げられます。

翌連結会計年度以降、これまでの開発で培ったパックの基本技術を基に、市場投入を見据え、X-SEPA™及びLIBDOMセ

ルの開発状況と連動した最適パックの設計量産開発に移行する計画としております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は、セパレータ量産化ラインへの投資等により、総額101,462千円となりました。

 

２ 【主要な設備の状況】

（１）提出会社

   2022年12月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
備品その
他

建設仮勘定
リース
資産
 

合計

横浜R&Dセン
ター（神奈川
県横浜市）

全社（共
通）

セパレー
タ量産設
備他

1,061,683 1,349,695 123,312 － － 2,534,691
69
（22）

本社（東京都
港区）

全社（共
通）

本社事務
所

9,307 － 1,579 － － 10,887
33
（３）

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会

社からの派遣社員を含む。）は、期中平均人員を（　）外数で記載しております。

４．上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（千円）

横浜R&Dセンター
（神奈川県横浜市）

全社（共通） 建物賃借料 146,464

本社
（東京都港区）

全社（共通） 建物賃借料 57,748
 

 

（２）在外子会社

　　2022年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物

及び構築
物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品その
他

建設仮勘
定

リース
資産

合計

noco-noco
Pte.Ltd.

本社（シンガ
ポール）

noco-noco
事業

 95 －
 

1,836
 

－ 36,767 36,698
７
（０）

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会

社からの派遣社員を含む。）は、期中平均人員を（　）外数で記載しております。

 
 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率を勘案して策定しております。

当連結会計年度末現在において特記すべき事項はありません。

 

（２）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000

計 600,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数（株）

（2022年12月31日）

提出日現在

発行数(株)

（2023年３月31日）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 234,947 234,947 非上場
単元株制度は採用して

おりません。

計 234,947 234,947 ― ―
 

（注）１．株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容(いわゆる譲渡制限)を定め

ており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第７条において定めておりま

す。

 ２．発行済株式のうち、31,946.67株は、現物出資（借入金の株式化　9,598百万円）によって発行されたもの

であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 

 第１回Ａ種新株予約権 第２回Ａ種新株予約権 第１回Ｂ種新株予約権

決議年月日 2020年３月18日 2021年３月17日 2021年３月17日

付与対象者の区分及び人数

（名）

当社取締役         １

当社監査役         １

当社従業員         85

グループ会社役職員 ７

（注）５

当社取締役         １

当社監査役         １

当社従業員        124

グループ会社役職員 ９

（注）５

当社取締役         １

当社従業員         １

グループ会社役職員 ２

（注）５

新株予約権の数（個）※ 1,671（注）１ 683（注）１ 6,343（注）１

新株予約権の目的となる株

式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式　1,671

（注）１

普通株式　683

（注）１

普通株式　6,343

（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）※
1（注）２ 1（注）２

400,000

又は発行直近の増資時価額

のいずれか高い方

（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2022年３月19日

至　2030年３月19日

自　2023年３月18日

至　2031年３月18日

自　2022年３月18日

至　2031年３月18日

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

（円）※

発行価格　 　 １

資本組入額　  0.5

発行価格       １

資本組入額    0.5
（注）６

新株予約権の行使の条
件　※

（注）３

新株予約権の譲渡に関する
事項※

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事
項　※

（注）４
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 第１回Ｃ種新株予約権 第２回Ｃ種新株予約権 第３回Ａ種新株予約権

決議年月日 2021年３月17日 2021年７月５日 2022年４月20日

付与対象者の区分及び人数

（名）

グループ会社役職員 １

当社取引先         ６

（注）５

当社取引先       １

（注）５

当社従業員       99

（注）５

新株予約権の数（個）※

 
1,430（注）１ 100（注）１ 719（注）１

新株予約権の目的となる株

式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式　1,430

（注）１

普通株式　100

（注）１

普通株式　719

（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）※
1（注）２ 1（注）２ 1（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2021年３月17日

至　2031年３月18日

自　2021年７月５日

至　2031年７月６日

自　2024年４月21日

至　2032年４月21日

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

（円）※

発行価格       １

資本組入額  　0.5

発行価格    　 １

資本組入額  　0.5

発行価格       １

資本組入額  　0.5

新 株 予 約 権の行使の条

件　※
（注）３

新株予約権の譲渡に関する

事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項　※

（注）４
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 第２回Ｂ種新株予約権 第３回Ｃ種新株予約権 第４回Ａ種新株予約権

決議年月日 2022年４月20日 2022年４月20日 2022年９月８日

付与対象者の区分及び人数

（名）

当社取締役         ４

当社監査役         １

グループ会社役職員 ２

（注）５

当社取引先        ６

（注）５

当社取締役        ７

（注）５

新株予約権の数（個）※

 
6,450（注）１ 380（注）１ 700（注）１

新株予約権の目的となる株

式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式　6,450

（注）１

普通株式　380

（注）１

普通株式　700

（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）※

400,000

又は発行直近の増資時価額

のいずれか高い方

（注）２

１（注）２ 1（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2023年４月21日

至　2032年４月21日

自　2022年４月20日

至　2032年４月21日

自　2024年９月９日

至　2032年９月９日

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

（円）※

（注）６
発行価格      　１

資本組入額  　 0.5

発行価格      　１

資本組入額     0.5

新 株 予 約 権の行使の条

件　※
（注）３

新株予約権の譲渡に関する

事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項　※

（注）４

 

※　提出日の前月末（2023年２月28日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

Ｂ種新株予約権（第１回、第２回）は、新株予約権１個につき10円で有償発行しております。

新株予約権の数には、退職等により権利行使が不可となったものを含めていません。

なお、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されます。但し、かかる調整は、本新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる

１株未満の端数については、これを切り上げます。

調整後付与株式数 ＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×
１株あたり時価

既発行株式数＋新株発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、又、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発

行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えます。又、上記算式において使用する「時価」は、調整後

行使価額を適用する日の前日において有効な行使価額とします。さらに、上記のほか、新株予約権の割当日

後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要と

する場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができます。

 ３．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、以下の事由に該当した場合は、新株予約権を

行使することができません。
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①当社又は当社の子会社（当社が直接又は間接に発行済株式総数の50％超の株式を保有する子会社を

いう。以下同じ。）の取締役、監査役、執行役員、従業員並びに営業上の取引先、顧問その他当社

と契約関係にある者の地位にない場合。但し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由

があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

②新株予約権の割当を受けた者が法令又は当社若しくは当社の子会社の社内規程に違反し、当社又は

当社の子会社に対する背信行為があった場合。

(2) 新株予約権の割当を受けた者の相続人による新株予約権の相続は認めないものとし、本新株予約権者

の死亡の日をもって当該本新株予約権は行使できなくなります。

(3) 新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(4) 新株予約権１個未満の行使を行うことはできません。

(5) 新株予約権は、当社の普通株式が国内外を問わずいずれかの証券取引所、店頭市場その他の公開市場

に上場又は登録された日以降に行使することができます。

４．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併消滅会社となる場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以下、総称して「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株

予約権者に対し、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付します。但し、以下の条件に従って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

約又は株式移転計画において定めた場合に限ります。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）１に準じて決定します。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、（注）１で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、(3)に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とします。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から新株予約権行使

期間の末日までとします。

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の株主総会（再編対象会社が取締役会設置会社であ

る場合は、取締役会）の決議による承認を要します。

(7) その他新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定します。

(8) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定します。

５．付与対象者の退職による権利の喪失により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」はＡ種新株予

約権については、当社取締役７名、当社従業員140名、当社グループ会社役職員10名であり、Ｂ種新株予約

権については、当社取締役４名、当社グループ会社役職員３名、元役員２名であり、Ｃ種新株予約権につい

ては、当社取締役１名、当社グループ会社役職員１名、当社取引先10名であります。

６．Ｂ種新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、400,000円又は発行直近の増資時価

額のいずれか高い方であり、資本組入額は、発行価格の半額です。
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②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③【その他の新株予約権等の状況】

当社は、会社法に基づき新株予約権付社債を発行しております。

区分
第２回無担保転換社債型新株予約権

付社債（2021年９月10日発行）

第１-i回B種無担保転換社債型新株予

約権付社債（2022年７月19日発行）

決議年月日 2021年９月３日 2022年７月14日

新株予約権の数（個）※ ３（注）１ １（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）※
― ―

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式   　500

（注）２

普通株式   　200

（注）２

新株予約権の行使時の払込金額

（円）　※
０（注）３ ０（注）３

新株予約権の行使期間※

自　2021年９月11日

至　2024年３月31日

（注）４

自　2022年７月20日

至　2025年３月31日

（注）４

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円）※

発行価格         －

資本組入額 （注）５

発行価格         －

資本組入額 （注）５

新株予約権の行使の条件※

各本新株予約権の一部行使はできません。なお、当社が本新株予約権付社債

を買入れ、本社債を償却した場合には、当該本社債に係る新株予約権を行使

することはできません。

新株予約権の譲渡に関する事項※

新株予約権は、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより新株予

約又は社債の一方のみを譲渡することはできません。

新株予約権付社債の譲渡には取締役会の承認を要します。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※
（注）２（４）①

新株予約権の行使の際に出資の目的

とする財産の内容及び価額※

各本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資するも

のとし、当該本社債の価額は当該社債の額面金額と同額とします。

各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式数を算定するにあたり用

いられる価額（以下「転換価額」という）は、第2回無担保転換社債型新株予

約権付社債について当初600,000 円、第1-i回B種無担保転換社債型新株予約

権付社債については当初500,000円とします。但し、転換価額は調整されるこ

とがあります。

新株予約権付社債の残額（百万

円）　※
300 100
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区分
第1-i回A種無担保転換社債型新株予

約権付社債（2022年７月29日発行）

第1-ii回B種無担保転換社債型新株予

約権付社債（2022年８月15日発行）

決議年月日 2022年７月21日 2022年８月５日

新株予約権の数（個）※ 39（注）１ 2（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）※
― ―

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式 　1,560

（注）２

普通株式   　400

（注）２

新株予約権の行使時の払込金額

（円）　※
0（注）３ 0（注）３

新株予約権の行使期間※

自　2022年７月30日

至　2025年３月31日

（注）４

自　2022年８月16日

至　2025年３月31日

（注）４

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円）※

発行価格   （注）３

資本組入額 （注）５

発行価格 　 （注）３

資本組入額 （注）５

新株予約権の行使の条件※

各本新株予約権の一部行使はできません。なお、当社が本新株予約権付社債

を買入れ、本社債を償却した場合には、当該本社債に係る新株予約権を行使

することはできません。

新株予約権の譲渡に関する事項※

新株予約権は、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより新株予

約又は社債の一方のみを譲渡することはできません。

新株予約権付社債の譲渡には取締役会の承認を要します。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※
（注）２（４）①

新株予約権の行使の際に出資の目的

とする財産の内容及び価額※

各本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資するも

のとし、当該本社債の価額は当該社債の額面金額と同額とします。

各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式数を算定するにあたり用

いられる価額（以下「転換価額」という）は、第１-i回A種無担保転換社債型

新株予約権付社債及び第１-ii回B種無担保転換社債型新株予約権付社債につ

いては当初500,000円とします。但し、転換価額は調整されることがありま

す。

新株予約権付社債の残額（百万

円）　※
780 200

 

※　提出日の前月末（2023年２月28日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、第２回無担保転換社債型新株予約権付社債については166.67

株、第１-i回B種無担保転換社債型新株予約権付社債及び第１-ii回B種無担保転換社債型新株予約権付社債

については200株、第１-i回A種無担保転換社債型新株予約権付社債については40株であります。

但し、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

調整後付与株式数 ＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
 

２．新株予約権の目的である株式の数は、同一の新株予約権者により同時に行使された本新株予約権に係る本社

債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数とします。こ

の場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行いません。

当社は、新株予約権付社債の発行後、以下に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は

変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式をもって転換価額を調整します。

    
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝調整前転換価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋交付株式数
 

(1) 新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用

時期については、次に定めるところによります。

① 時価を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式又はその処分する当社の有する当社普通

株式を引き受ける者の募集をする場合。

調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に株

式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日の輩日以降
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これを適用します。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合。

調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当てにより株式を取得する株主を定めるための基 準

日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用します。

③ 時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得さ

せることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と

引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又は行使するこ

とにより当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）を発行する場合。なお、新株予約権無償割当ての場合（新株予約権付社債を無償で割当

てる場合を含む。以下同じ。）は、新株予約権を無償として当該新株予約権を発行したものとして

本③を適用します。

調整後の転換価額は、発行される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得

される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株

予約権を含む。）の全てが当初の取得価額で取得され又は当初の転換価額で行使されたものとみな

して新株発行等による転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又は新株予

約権の払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に割当てを受ける権

利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、その

効力発生日）の翌日以降これを適用します。

④ 本号①乃至③の場合において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、か

つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認又は決定を条件と

しているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認又は決定があった

日の翌日以降これを適用します。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認又は決定が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当

社普通株式を交付します。但し、株式の交付については⑤の規定を準用します。

株式数 ＝
調整前価額 － 調整後転換価額 × 調整前転換価額により当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額
 

この場合に1株未満の端数を生じる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行いません。

(2) 新株発行等による転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が

１円未満にとどまる限りは、転換価額の調整は行いません。但し、次に転換価額の調整を必要とする

事由が発生し転換価額を算出する場合は、新株発行等による転換価額調整式中の調整前転換価額に代

えて、調整前転換価額からこの差額を差引いた額を使用します。

(3) 転換価額の調整は次の各号に従います。

① 新株発行等による転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を四捨五入します。

② 新株発行等による転換価額調整式で使用する「時価」は、当初転換価格と同額とします。

③ 新株発行等による転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当該募集において株主に株式の

割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以

外の場合は、調整後の転換価額を適用する日の30日前の日における当社の発行済普通株式数から、

当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除し、当該転換価額の調整前に(2)に基づき交付

株式数とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えた数と

します。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で

使用する交付株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式

数を含みません。

(4) 次の各号に該当する場合は、当社は、転換価額の調整を適切に行います。

① 株式の併合、合併、会社分割、株式交換又はその他組織再編行為のために転換価額の調整を必要と

するとき。

② ①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の

調整を必要とするとき。

③ 当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とすると

き。

④ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価が、他方の事由によつて調整されているとみなされるとき。

３．新株予約権を引き受ける者は、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。

新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、社債からの分離譲渡はできず、かつ本

新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と本新株予約権が相互に密接

に関係することを考慮し、また、本新株予約権の価値と本社債の利率、発行価額等のその他の発行条件によ

り当社が得られる経済的価値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとしまし

た。

４．但し、以下の期間については、行使請求をすることができません。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日及びその前営業日。

(2) 新株予約権の付された社債が償還される場合には、当該償還に係る元金が支払われる日の前営業日以

降。
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(3) 当社が新株予約権の付された社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日（当日

を含む。）以降。

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げます。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2018年４月30日
（注）１

1,333 204,000 99,975 340,000 99,975 300,000

2018年12月17日
（注）２

7,500 211,500 1,500,000 1,840,000 ０ 300,000

2019年６月５日
（注）３

1,000 212,500 150,000 1,990,000 150,000 450,000

2019年６月７日
（注）２

6,000 218,500 900,000 2,890,000 900,000 1,350,000

2019年10月18日
（注）２

7,300 225,800 1,095,000 3,985,000 1,095,000 2,445,000

2019年12月26日
（注）２

600 226,400 90,000 4,075,000 90,000 2,535,000

2020年12月28日
（注）２

5,000 231,400 750,000 4,825,000 750,000 3,285,000

2022年４月27日
（注）２

2,500 233,900 750,000 5,575,000 750,000 4,035,000

2022年10月25日
（注）４

167 234,067 50,100 5,625,100 50,100 4,085,100

2022年12月31日
（注）５

700 234,767 210,000 5,835,100 210,000 4,295,100

2022年12月31日
（注）２

180 234,947 54,000 5,889,100 54,000 4,349,100

 

(注) １．有償第三者割当

発行価格　　150,000円

資本組入額　 75,000円

割当先　　　個人１名

 ２．有償第三者割当

発行価格
2018年12月17日は200,000円。2019年6月7日、同年10月18日、同年12月26日及び2020年12月

28日は300,000円、2022年4月27日及び同年12月31日は600,000円。

資本組入額 2018年12月17日は、発行価格全額を資本組入。それ以外は発行価格の半額を資本組入。

割当先 Future Science Research株式会社
 

 ３．有償第三者割当

発行価格　　300,000円

資本組入額　150,000円
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割当先　　　個人１名

 ４．有償第三者割当

発行価格　　600,000円

資本組入額　300,000円

割当先　　　個人１名

 ５．有償第三者割当

発行価格　　600,000円

資本組入額　300,000円

割当先　　　個人１名
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（５）【所有者別状況】

  2022年12月31日現在

区分

株式の状況
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

（人）
― ― ― 206 １ ６ 847 1,060 ―

所有株式数

（株）
― ― ― 38,350 50 242 196,305 234,947 ―

所有株式数

の割合(％)
― ― ― 16.32 0.02 0.10 83.56 100.00 ―

 

 
（６）【大株主の状況】

  2022年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

(自己株式を

除く。)の

総数に対する

所有株式数の

割合(％)

松村　正大 東京都港区 117,705 50.10

Future Science Research株式会社 東京都港区赤坂1-7-1赤坂榎坂ビル8階 11,876 5.05

黒田　幸藏 東京都目黒区 9,075 3.86

南　尚 東京都港区 8,668 3.69

冨宅　政人 東京都港区 5,000 2.13

株式会社プラスオン 兵庫県芦屋市六麓荘町10-4 3,000 1.28

ウルトラエステート株式会社 大阪府大阪市中央区谷町6-10-19-1202 2,525 1.08

株式会社エース・コーポレーション 大阪府大阪市中央区谷町6-10-19-1201 2,525 1.08

株式会社スナダプロパティ 大阪府枚方市楠葉並木2-2-21 2,021 0.86

中林　広樹 東京都渋谷区 2,000 0.85

計 ― 164,395 69.97
 

（注）発行済株式の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 234,947 234,947 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 234,947 ― ―

総株主の議決権 ― 234,947 ―
 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 
（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけています。

現在、当社は引き続き成長過程にあると考えており、持続的成長に向けた積極的な投資に資本を充当していくこと

が株主の皆様に対する最大の利益還元につながると判断しております。このことから創業以来配当は実施しておりま

せん。将来的には、各期の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案したうえで、株主の皆様に対し

て利益還元策を実施していく方針ではありますが、現時点において配当実施の可能性及びその時期等については未定

です。なお、剰余金の配当にあたっては年１回を基本的な方針としておりますが、当社は会社法第454条第５項に規定

する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は

株主総会であります。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「危機的状況にある環境問題を真に解決し、夢と希望にあふれる未来を創造するために知恵と勇気と

技術をもって立ち向かう活動を通じて、継続的な企業価値の向上を実現する」という当社の理念の実現におい

て、社会的責任を有する企業としての経営の重要性を認識し、意思決定の透明性・公平性を確保するための組織

体制や仕組みの整備を実行し、株主をはじめとするステークホルダーとの信頼関係を構築していくことを、経営

上の重要な課題の一つとして位置付けています。このため、法令定款の遵守は勿論のこと、コーポレートガバナ

ンス・コードの実践と継続的な改善により、企業価値の向上と持続的成長を目指しています。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ. 企業統治の体制の概要

＜取締役会＞

取締役会は、経営に関する重要事項や法令に定められた事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次、

監督しております。また、複数の多様な分野の専門家である社外取締役を取締役に迎えて、業務執行の監督機

能の強化や適切な助言等実効性ある体制の整備を図っております。取締役会は定時取締役会を開催するほか、

必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

 

＜監査等委員会＞　

監査等委員会は、持続的な企業価値の向上に向け、取締役の職務執行の適法性や妥当性に関する監査を行い

企業の健全性を確保し、株主の共同の利益のために行動します。取締役会を始めとする重要な会議への出席や

会計監査人及び内部監査室との連携強化により、監査・監督機能の実効性を高めています。また、社外取締役

が監査等委員会の委員長を担っております。監査等委員会は、取締役会開催の同日に開催されるほか、必要に

応じて臨時に開催しております。

 

＜コンプライアンス推進委員会＞

コンプライアンス推進委員会は、取締役会の決議に基づき、コンプライアンスの取り組みに関する重要事項

の決定を行っているほか、コンプライアンスに関する規程の制定、改廃の提案、コンプライアンスに関する規

程の施行に当たり必要となるマニュアルやプログラム等の制定・改廃、コンプラアイアンスについての役職員

等に対する研修に関する計画、管理及び実施等を行っております。なお、コンプライアンス推進委員会は、原

則として半期ごとに開催します。　

 

＜内部監査室＞

内部監査室は、業務執行とは独立した立場から、当社グループにおける経営諸活動の全般にわたる管理・運

営の制度及び業務の遂行状況を合法性と合理性の観点から内部監査を実施します。

 

ロ. 当該体制を採用する理由

当社は、2022年10月７日開催の臨時株主総会における定款一部変更議案の件が承認されたことにより、監査

等委員会設置会社に移行しております。取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とす

ることにより、取締役会の監督機能を強化し、経営の透明性を確保しつつ、権限移譲による執行責任の明確化

と意思決定の迅速化をはかることを目的としております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりです。

 

ａ．内部統制システムの整備の状況

内部統制の基本方針については、当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、2022年10月7日の取締役会

において、以下のとおり、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

当社の業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制」という）を整備し運用する方針を決議したとこ

ろです。

(ａ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合し、企業倫理に則り、かつ社会的責任を果たすため、

「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び使用人に周知徹底します。　

（２）取締役は、職務執行にあたり、法令及び定款に適合するかについて、必要に応じて事前に、専門的

知識を有する者の意見を徴することとします.

（３）業務執行を担う取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行すると

ともに、業務執行の状況を適切かつ迅速に取締役会に報告します。

（４）取締役会は、「取締役会規程」、「職務権限規程」等の職務の執行に関する規程を制定し、経営の

基本方針の決定、内部統制システムの構築および業務執行取締役に委任することができない重要な業

務執行の決定を行なうとともに取締役の職務の執行を監督します。

（５）当社の監査等委員会は、独立した立場で業務執行取締役の職務の執行を監督します。

 
(ｂ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役の職務の執行に係る取締役会議事録その他重要な会議の議事録、契約書、稟議書等の情報に

ついては、「文書管理規程」等の規程に基づき、文書又は電磁的記録文書として記録し安全かつ適正

に保管及び管理します。

（２）監査等委員会が求めたときは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、いつでも当該文書

を閲覧に供することとします。

 
（ｃ） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１） 取締役は、当社に損失を及ぼす可能性のある危険について、その内容を発生可能性および当該危険

の顕在時における影響度等の見地から、分析、評価するとともに、予め対応をとることが妥当な危険

については、その回避、軽減、移転などの措置を採りつつ、危険が現実化した場合の対処方法を決定

するなど、危険を未然に管理します。

（２） リスクが発生した際はリスク管理責任者の指示のもと、迅速かつ的確な対応を行うとともに、損

失・被害等を最小限にとどめる体制を整えます。また、技術、法務、会計、税務等にかかる重要な事

項につき外部専門家から適宜アドバイスを受けることにより、かかる分野におけるリスクの軽減に努

めます。

 
 （ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、定例の取締役会を３か月に１回以上開催し、「取締役会規程」により定められた事項について

は全て取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行ない、かつ取締役会では定期的に各取締

役から職務執行状況の報告を受け、職務執行の妥当性及び効率性の監督等を行ないます。また、法令上可

能な限りにおいて、重要な業務執行の決定を含めて業務執行取締役にその決定を委任し、職務執行の効率

化を進めます。

日常の職務執行については、「職務権限規程」等の規程に基づき権限の委譲を行い、責任と権限を明確

にして迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じて規程の見直しを行い、取締役の職務執行が適

正かつ効率的に行われる体制を構築します。

 
（ｅ) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、企業倫理に則り、かつ社会的責任を果たすため、

「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び使用人に周知徹底します。

（２）取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場

合には直ちに監査等委員会及に報告するものとし、遅滞なく取締役会に報告します。
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（３） 使用人は、職務執行にあたり、法令及び定款に適合するかについて、必要に応じて事前に、専門的

知識を有する者の意見を徴します。

 
（ｆ） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社において、損失の危険の管理、取締役による効率的な職務執行、取締役及び使用人によ

る法令及び定款に適合した職務執行、並びに取締役の職務執行状況の当社への報告が適切になされるよ

う、以下の取組みを行ないます。

（１）当社は子会社に対して、子会社の取締役として当社役職員を派遣し、「子会社管理規程」に基づ

き、子会社の業務執行状況を管理・監督します。

（２）子会社の経営上の重要な意思決定については、法令上可能な限りにおいて、当社において、事前に

審議し、または事前報告を受けます。

（３）監査等委員会は、当社の取締役及び使用人から、子会社管理の状況について報告又は説明を受け、

必要に応じ、子会社に対し、事業の報告を求め、又は子会社の業務及び財産の状況を調査します。

 

（ｇ） 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を配置します。

 
（ｈ） 前項の使用人の取締役（監査等委員を除く。）からの独立性に関する事項および当該使用人に対する

監査等委員会による指示の実行性の確保に関する事項

（１） 監査等委員補助者は、その職務に関して、監査等委員会の指揮命令のみに服するものとし、監査

等　　委員補助者の指名、指名解除、解任、人事異動、人事評価については監査等委員会と協議し、

当該補助者の独立性に十分留意するものとします。

（２） 監査等委員会補助者は、業務の執行にかかる役職を兼務しないことを原則とします。

 
（ｉ） 監査等委員会への報告に関する体制

（１）監査等委員会は、取締役会その他の重要な会議を通じ、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）および使用人から重要事項の報告を受けることとします。その他、取締役（監査等委員である

取締役を除く。）および使用人は、監査等委員会の要請に応じて必要な報告および情報提供を行ない

ます。

（２）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える

重要な事項について監査等委員会にすみやかに報告するものとします。

（３）当社は、かかる報告を行なった取締役および使用人に対して、当該報告をしたことを理由として何

らの不利益も与えないものとします。

 

（ｊ） 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払または支出した費用等の償還を請求をしたとき

は、当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま

たは債務を処理するものとします。

 
 （ｋ） その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査等委員会は、代表取締役社長、取締役それぞれとの間で定期的に意見交換を実施します。 

（２）監査等委員会は、適宜、会計監査人および内部監査室と連携を図り、監査の効率性および実効性

の　確保を図ります。

当社は、企業倫理の確立、法令遵守、社会的責任達成のため、「経営理念」を制定し、当社グループの

従業員に周知徹底をはかるとともに、コンプライアンス及びリスク管理の重要性や内部通報制度について

教育を実施し、従業員の意識向上に取り組んでおります。
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ｂ．重要な業務執行の決定の委任

当社は、会社法399条の13第6項に規定するところに従い、取締役会の決議をもって同条第５項各号に規定

する事項以外の重要な業務執行の決定については、定款の定めに基づき、業務執行取締役である代表取締役

社長に委任しています。

 
ｃ．取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する

取締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定めておりま

す。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる

環境を整備することを目的とするものであります。

 
ｄ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、業務執行取締役等でない取締役との間において、会社法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、

当該取締役が責任の原因となった職務遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

 
ｅ．役員等賠償責任保険契約の概要

当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を含む。)、執行役員等を被保険者として、会社法第430

条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約で

は、被保険者が職務の執行に起因して損害賠償請求を受けた場合において被保険者が負担することとなる損

害賠償金や争訟費用等が填補されることとなり、また、全ての保険料を当社が負担しております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性８名　女性－名　(役員のうち女性の比率－％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 松村　正大 1980年9月6日

2003年 ステッドファースト株式会社　

クリエーティブディレクター兼代

表取締役

2013年 Future Science Research株式会

社　代表取締役

2018年 ソーシャルモビリティ株式会社　

代表取締役（現任）

2018年 quintuple air株式会社 代表取締

役（現任）

2016年 当社取締役

2018年 当社代表取締役（現任）

2022年 noco-noco Pte. Ltd. CEO（現

任）

（注）２ 117,705

取締役 竹中　平蔵 1951年3月3日

1973年 日本開発銀行入行

1989年 ハーバード大学客員准教授

1996年 慶応義塾大学総合政策学部教授

2001年 経済財政政策担当大臣

2002年 金融担当大臣

2004年 郵政民営化担当大臣

” 参議院議員

2005年 総務大臣

2006年 公益社団法人日本経済研究セン

ター研究顧問

” アカデミーヒルズ理事長

2016年 SBIホールディングス株式会社

取締役

2007年 世界経済フォーラム（ダボス会

議）理事

2022年 当社取締役（現任）

（注）２ -

取締役 古澤　満宏 1956年2月20日

1979年 大蔵省入省

2007年 外務省在米国大使館公使

2010年 国際通貨基金（IMF）日本代表理

事

2014年 内閣官房参与

2015年 IMF副専務理事

2021年 三井住友銀行国際金融研究所理事

長（現任）

” 株式会社GA technologies 顧問

2022年 当社取締役（現任）

（注）２ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 松村　昭彦 1955年10月４日

1991年 総合美容医科学研究所 代表取締

役

1997年 アール・アンド・アールベン

チャーズ株式会社 代表取締役

1999年 アイディールコムズ株式会社 代

表取締役

2004年 トラスキュー・テクノロジーズ株

式会社　代表取締役

2008年 Transcu Group Limited 代表取締

役兼CEO

2014年 当社最高戦略責任者（現任）

2022年 当社取締役（現任）

（注）２ -

取締役

(監査等委員)
田中　稔 1954年12月8日

1981年 新光監査法人入社

1986年 公認会計士登録

1988年 会計情報センター株式会社　入社

1994年 株式会社レコルテ 代表取締役

（現任）

2004年 株式会社光通信 監査役

 
”

株式会社アブルボア 代表取締役

（現任）

2016年 上川大雪製造株式会社 監査役

（現任）

2017年 株式会社トランスコンチネンタル

ホールディングス 取締役（現

任）

2017年 緑丘工房株式会社 監査役（現

任）

2022年 スタンダードリンク株式会社 取

締役（現任）

2022年 当社取締役（監査等委員）（現

任）

（注）３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
鈴木　則義 1956年4月20日

1982年 日興証券株式会社（現SMBC日興証

券㈱）入社

2011年 エドモン・ドゥ・ロスチャイル

ド・日興コーディアル株式会社　

代表取締役

2017年 SMBC日興証券株式会社 副社長

” 電気興業株式会社 取締役

2020年 トランス・コスモス株式会社

取締役（現任）

” 株式会社SUZUKI NORIYOSHI

OFFICE 代表取締役（現任）

” LES ROIS MAGES JAPON株式会社

代表取締役（現任）

2021年 当社取締役

2022年 当社取締役（監査等委員）（現

任）

（注）３ -

取締役
(監査等委員)

飯塚　洋 1956年8月18日

1986年 衆議院議員　安部晋太郎事務所入
所（秘書）

1991年 衆議院議員　安部晋三事務所入所
（秘書）

1993年 衆議院議員　安倍晋三事務所（第
一秘書）

1996年 衆議院議員　安倍晋三事務所（政
策秘書）

2007年 飯塚事務所 代表取締役（現任）

2007年 アジアフォーラムジャパン主席研
究員

2007年 East-West Center 客員研究員

2021年 3DOM (Singapore) Pte. Ltd.（現

noco-noco Pte. Ltd.）取締役

2022年 当社取締役
” 当社取締役（監査等委員）（現

任）

（注）３ -

計 118,005
 

(注) １．取締役竹中平蔵及び古澤満宏は、社外取締役であり、取締役田中稔、鈴木則義及び飯塚洋は、監査等委員で

ある社外取締役であります。

２．2023年３月29日開催の株主総会終結の時から１年以内に終結する事業年度のうち、最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。

３．2022年10月７日開催の臨時株主総会終結の時から２年以内に終結する事業年度のうち、最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までであります。

４．小黒秀祐氏は、2023年３月29日をもって、取締役を退任いたしました。

５．所有株式数は、2022年12月末日時点のものであります。

 
②　社外役員の状況

当社は、社外取締役を５名選任しております。

竹中平蔵氏は、金融、政界、財界において豊富な経験を有しており、2022年６月に当社取締役に就任しており

ます。これまで培った政財界及び金融に関する豊富な知見を活かすことを期待して社外取締役に選任しておりま

す。

古澤満宏氏は、国際金融分野において長年の経験を有しており、2022年６月に当社取締役に就任しておりま

す。これまで培った国際経済に関する豊富な知見を活かすことを期待して社外取締役に選任しております。

田中稔氏は、税務、会計実務において長年の経験を有しております。これまで培った資本政策、証券化、M&Aに

関する豊富な知見を活かすことを期待して、監査等委員である社外取締役に選任しております。

鈴木則義氏は、証券業界において長年の経験を有しており、2021年４月に当社取締役に就任しております。こ

れまで培ったマクロ環境、各種事業、証券市場に関する豊富な知見を活かすことを期待して、監査等委員である
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社外取締役に選任しております。

飯塚洋氏は、政界において長年の経験を有しており、2021年８月、3DOM (Singapore)Pte. Ltd.（現noco-noco

Pte. Ltd.）取締役に就任し、2022年６月に当社取締役に就任しております。これまで培った各種政策に関する豊

富な知見を活かすことを期待して、監査等委員である社外取締役に選任しております。

上記５名と当社の間には、資本的関係、人的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

なお、当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませ

んが、その選任に際しては、経歴や知識及び当社との関係を踏まえて、社外取締役としての職務を遂行できる十

分な能力と独立性が確保できることを個別に判断しております。

 
③　社外取締役又は社外監査等委員による監督又は監査と内部監査、監査等委員による監査及び会計監査との相互

連携並びに内部統制部門との関係

社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）は取締役会への出席等を通じて、会計監査の状況、内部監査

の報告並びに内部統制の状況についての報告を受けております。また、監査等委員との定期的な意見交換を行う

等相互の連携を高めております。

監査等委員である取締役は、取締役会に出席するとともに、監査等委員会で策定された監査方針、監査計画等

に基づき、毎月開催する監査等委員会において内部監査室及び会計監査人並びにファイナンス本部やその他の関

連する内部統制部門との意見交換や情報共有を行い、監査・監督機能の向上を図っております。
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(3)【監査の状況】

①　監査等委員会の監査の状況

当社は2022年10月７日開催の臨時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行

いたしました。監査等委員会は、非常勤監査等委員３名で構成されています。監査等委員である取締役の選任に

関しては、十分な見識及び専門的な知見を有しており、当社から独立した立場で客観的な意見を述べることがで

きるという点を重視して判断しております。なお、田中稔氏は公認会計士資格を有し、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。監査等委員は、監査等委員会で策定された年度監査計画に基づき、定例の取締

役会をはじめとする重要な会議への出席や重要書類の閲覧等によって、業務執行取締役の職務執行状況の監査・

監督を行っております。

 
当事業年度において当社は監査等委員会を５回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については次のと

おりであります。

氏名 開催回数 出席回数

　田中　　稔 ５回 ５回

　鈴木　則義 ５回 ５回

　飯塚　　洋 ５回 ５回
 

 
監査等委員会は、監査等に関する重要な事項についての報告、協議又は決議を行っています。また、監査等委

員会監査は、監査等委員でない取締役の職務遂行について、策定した監査計画に基づき監査を実施するととも

に、内部監査室及び会計監査人と随時情報交換を行っています。

 

②　内部監査の状況

当社は、ＣＥＯの直下に内部監査室（本書提出日現在５名）を設置しています。当社における内部監査は、当

社グループにおける業務活動を合法性・合理性の観点から検証・評価しその結果に基づく情報の提供並びに改

善・合理化への助言・提案等を通じて、会社財産の保全並びに経営効率の向上を図り、経営管理に寄与すること

を目的と定めており、この目的を達成するために、内部監査室は、当社が定める「内部監査規程」に基づき、計

画的に監査を実施しております。

なお、当社の監査体制は、監査等委員会、会計監査人、内部監査室の三者が相互に連携し監査を行っていま

す。監査等委員会と内部監査室とは互いに、内部監査報告書等を適宜共有し、コミュニケーションを図っていま

す。また、監査等委員会は、会計監査人と定期的に協議を行い、監査計画の報告を受け、期中において、適宜、

情報や課題認識等の共有を図り、期末の会計監査の終了時において状況報告を求めており、内部監査室は、会計

監査人と情報交換を行って連携を図っております。

監査等委員会、会計監査人及び内部監査室は、それぞれの監査手続において、ファイナンス本部やその他の関

連する内部統制部門と適宜情報を共有し、リスクの評価や内部統制の有効性等について意見交換を実施しており

ます。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

ｂ．継続監査期間

 ５年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

 業務執行社員　　千代田　義央

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士５名及びその他12名です。

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

 監査等委員会は、会計監査人の選任、再任、解任に関する手続、並びに会計監査人の業務執行に関する評
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価を行っています。新たに会計監査人を選任するに際しては、複数の監査法人から監査法人の概要、監査の

実施体制、監査報酬見積額等に関する提案を求め、当該監査法人の監査体制、独立性及び専門性等が適切で

あるかについて確認の上、決定します。現会計監査人であるＰｗＣあらた有限責任監査法人を会計監査人と

した理由は、会計監査を適正に行うために必要な品質管理、監査体制、独立性及び専門性等を総合的に比較

検討した結果、最も適任と判断したためです。

 一方、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、必要に応じて、監

査等委員会は会計監査人の解任又は不再任を決定いたします。

 また、上記のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行が困難で

あると認められる場合、監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の

内容を決定いたします。

 
ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

 監査等委員会は、会計監査人の専門性及び独立性に加え、監査業務の品質管理、監査チームの資質、経営

者及び内部監査部門とのコミュニケーション、不正リスクへの対応等の観点から、会計監査人を評価してお

ります。

 
④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 7,800 ― 14,625 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 7,800 ― 14,625 ―
 

 

b．監査報酬の決定方針

会計監査人に対する報酬の決定に関する方針は、監査計画の内容について有効性・効率性の観点から会計監

査人と協議の上、会計監査人が必要な監査を行うことができる監査時間等を検証し、監査等委員会の同意を得

て決定しています。

 

c．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、取締役、社内関係部門及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受けるほか、監査

計画・監査の遂行状況、当該期の報酬見積りの相当性等を確認した結果、会計監査人の報酬等について、監査

品質を維持向上していくために合理的な水準と判断し、同意いたしました。
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(4)【役員の報酬等】

①  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は各役員の報酬等の額については、株主総会において決議された報酬総額の限度内で各役員の担当業務及

びその内容、経済情勢等を考慮し、金額を決定しております。2023年３月29日開催の定時株主総会において、取

締役（監査等委員である取締役を除く。）4名の報酬総額は年額金150,000千円以内とし、分配方法は取締役会に

一任することが決議されております。監査等委員である取締役3名の報酬総額は年額金50,000千円以内とし、分配

方法は監査等委員である取締役の協議に一任することが決議されております。また、上記の報酬とは別に、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）に対する金銭以外の報酬等として、A種新株予約権700個、B種新株予約権

2,500個を上限として各種新株予約権を付与すること、監査等委員である取締役に対する金銭以外の報酬等とし

て、A種新株予約権300個、B種新株予約権1,000個を上限として各種新株予約権を付与することが決議されており

ます。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総

額（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役（監査等委員及び

社外取締役を除く。）
29,920 29,920 ０ ― ― ３

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
― ― ― ― ― ―

社外取締役 30,790 30,790 ０ ― ― ８
 

(注)１．上表には、2022年３月末日をもって退任した社外取締役１名、2022年６月24日開催の第９期定時株主総会終

了の時をもって退任した社外取締役１名、2022年10月７日をもって退任した社外監査役１名、2023年３月29

日開催の第10期定時株主総会終了の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。

 ２．2022年10月７日付けで監査役設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

 
③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5)【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、売買目的有価証券、運用目的の金銭の信託、子会社株式及び関連会社株式を除く保有株式のうち、専

ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的として保有する株式を「保有目的が純

投資目的である投資株式」として区分し、それ以外の目的で保有する株式を「保有目的が純投資目的以外の目的

である投資株式」として区分おります。

「保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式」及び「保有目的が純投資目的である投資株式」のいずれ

も保有しておりません。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(2022年１月１日から 2022年12月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(2022年１月１日から2022年12月31日まで)の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限

責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等への

内容を適時・適切に把握し、会計基準の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、必要に応

じて監査法人との協議を実施し、その他セミナー等への参加等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

 
 

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 236,316 156,105

  受取手形及び売掛金 105,303 1,639

  商品及び製品 15,650 -

  原材料及び貯蔵品 3,822 168,857

  関係会社短期貸付金 343,909 -

  その他 303,642 710,574

  貸倒引当金 △349,346 △20,022

  流動資産合計 659,298 1,017,153

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備（純額） ※２  1,159,083 ※２  1,071,086

   機械及び装置（純額） ※２  520,959 ※２  1,349,695

   工具、器具及び備品（純額） ※２  126,174 ※２  101,255

   建設仮勘定 1,782,688 699,500

   その他（純額） ※２  14,243 ※２  36,767

   有形固定資産合計 3,603,149 3,258,303

  無形固定資産   

   ソフトウエア 32,003 26,053

   のれん 59,937 -

   無形固定資産合計 91,940 26,053

  投資その他の資産   

   関係会社株式 ※１  500 ※１  507

   関係会社長期貸付金 - 377,282

   敷金及び保証金 265,319 270,443

   長期預け金 - 598,220

   投資仮勘定 - 1,821,820

   その他 7,621 4,410

   貸倒引当金 - △377,282

   投資その他の資産合計 273,440 2,695,401

  固定資産合計 3,968,531 5,979,758

 資産合計 4,627,829 6,996,912
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 92,723 4,479

  短期借入金 124,965 87,727

  未払費用 673,789 588,579

  未払金 191,371 187,639

  未払法人税等 27,123 160,831

  その他 126,297 135,841

  流動負債合計 1,236,271 1,165,098

 固定負債   

  長期借入金 4,831,888 2,166,789

  社債 600,000 1,750,000

  繰延税金負債 64,657 50,507

  資産除去債務 438,225 438,860

  預り保証金 48,818 75,256

  その他 - 32,535

  固定負債合計 5,983,589 4,513,949

 負債合計 7,219,860 5,679,047

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,825,000 5,889,100

  資本剰余金 3,285,000 9,455,185

  利益剰余金 △10,710,240 △14,012,528

  株主資本合計 △2,600,240 1,331,756

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △12,917 △19,554

  その他の包括利益累計額合計 △12,917 △19,554

 新株予約権 63 128

 非支配株主持分 21,063 5,534

 純資産合計 △2,592,030 1,317,864

負債純資産合計 4,627,829 6,996,912
 

 

EDINET提出書類

株式会社スリーダムアライアンス(E38544)

有価証券報告書

 55/127



② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 4,926 6,879

売上原価 10,112 23,734

売上総損失（△） △5,185 △16,854

販売費及び一般管理費 ※１,※２  2,744,182 ※１,※２  3,044,957

営業損失（△） △2,749,368 △3,061,811

営業外収益   

 受取利息 6,160 9,296

 為替差益 43,025 50,155

 受取家賃 44,388 55,049

 その他 24,909 22,011

 営業外収益合計 118,484 136,513

営業外費用   

 支払利息 176,215 176,065

 貸倒引当金繰入額 349,346 47,959

 関係会社株式評価損 ※４  465,463 ※４  -

 地代家賃 44,388 55,049

 その他 17,784 11,633

 営業外費用合計 1,053,198 290,707

経常損失（△） △3,684,082 △3,216,006

特別損失   

 減損損失 ※３  - ※３  39,958

 特別損失合計 - 39,958

税金等調整前当期純損失（△） △3,684,082 △3,255,964

 法人税、住民税及び事業税 48,889 75,998

 法人税等調整額 △10,013 △14,180

法人税等合計 38,876 61,817

当期純損失（△） △3,722,958 △3,317,782

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △17,997 △15,525

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △3,704,961 △3,302,257
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

当期純損失（△） △3,722,958 △3,317,782

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △12,161 △9,185

 その他の包括利益合計 ※１  △12,161 ※１  △9,185

包括利益 △3,735,120 △3,326,968

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △3,717,357 △3,308,894

 非支配株主に係る包括利益 △17,762 △18,073
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2021年１月１日　至　2021年12月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 4,825,000 3,285,000 △7,005,278 1,104,721

当期変動額     

新株の発行     

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △3,704,961 △3,704,961

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

    

その他     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    

当期変動額合計   △3,704,961 △3,704,961

当期末残高 4,825,000 3,285,000 △10,710,240 △2,600,240
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △521 △521  6,780 1,110,980

当期変動額      

新株の発行      

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
    △3,704,961

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

     

その他      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△12,396 △12,396 63 14,282 1,950

当期変動額合計 △12,396 △12,396 63 14,282 △3,703,011

当期末残高 △12,917 △12,917 63 21,063 △2,592,030
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当連結会計年度(自　2022年１月１日　至　2022年12月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 4,825,000 3,285,000 △10,710,240 △2,600,240

当期変動額     

新株の発行 1,064,100 1,064,100  2,128,200

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △3,302,257 △3,302,257

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

 5,106,085  5,106,085

その他   △31 △31

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    

当期変動額合計 1,064,100 6,170,185 △3,302,288 3,931,996

当期末残高 5,889,100 9,455,185 △14,012,528 1,331,756
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △12,917 △12,917 63 21,063 △2,592,030

当期変動額      

新株の発行     2,128,200

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
    △3,302,257

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

    5,106,085

その他     △31

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△6,637 △6,637 64 △15,529 △22,102

当期変動額合計 △6,637 △6,637 64 △15,529 3,909,894

当期末残高 △19,554 △19,554 128 5,534 1,317,864
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純損失 △3,684,082 △3,255,964

 減価償却費 263,443 359,117

 のれん償却額 19,979 19,979

 受取利息 △6,160 △9,296

 支払利息 176,215 176,065

 減損損失 - 39,958

 関係会社株式評価損 465,463 -

 為替差損益（△は益） △32,180 △44,529

 貸倒引当金繰入額 349,346 47,959

 売上債権の増減額（△は増加） 45,586 113,392

 棚卸資産の増減額（△は増加） 11,959 △141,870

 仕入債務の増減額（△は減少） △27,061 △99,363

 未払金の増減額（△は減少） △184,313 113,452

 未払費用の増減額（△は減少） 298,142 △207,662

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 26,766 △165,474

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 13,502 △16,054

 その他 △36,417 98,799

 小計 △2,299,808 △2,971,490

 利息の受取額 6,151 19

 利息の支払額 △33,294 △55,278

 法人税等の支払額 △11,152 △5,925

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,338,104 △3,032,674

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △795,275 △101,462

 有形固定資産の売却による収入 - 475

 無形固定資産の取得による支出 △5,492 -

 貸付金の貸付による支出 - △118,780

 関係会社貸付金の回収による収入 - 17,142

 関係会社貸付けによる支出 △22,964 -

 敷金及び保証金の差入による支出 △26,438 △5,106

 長期預け金の支払による支出 - △598,220

 関係会社株式の売却による収入 - 866,800

 その他 90 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △850,081 60,847

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △157,398 21,000

 長期借入金の返済による支出 △125,322 △827,096

 長期借入れによる収入 3,040,510 2,569,016

 社債の発行による収入 600,000 1,450,000

 社債の償還による支出 - △300,000

 リース債務の返済による支出 △21,331 △22,157

 その他 △5,250 △5,250

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,331,208 2,885,512

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,511 6,103

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 141,511 △80,211

現金及び現金同等物の期首残高 94,804 236,316

現金及び現金同等物の期末残高 ※１,※２  236,316 ※１,※２  156,105
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、2014年12月期から８期連続営業損失を計上し、当連結会計年度においても重要な営業損失を

計上するとともに重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、また、当連結会計年度末の流動負

債が流動資産を超過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。このような事象又は状況の解消を図るべく、当社グループは、以下の諸施策を遂行する

ことにより、収益構造の改善及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

 
① 収益構造の改善

当社グループは、当連結会計年度において、長年にわたる研究開発の成果として三次元規則配列多孔構造を

持つ独自の多層セパレータ（「X-SEPA™」）を開発し、2023年２月よりサンプル出荷を開始しました。X-SEPA™

は、バッテリの長寿命化、信頼性向上（事故率低減等）、高い放電レートを実現し、シンガポールの子会社で

あるnoco-noco Pte. Ltd.が、カーボンニュートラルリースサービスとしてX-SEPA™を使用したバッテリをリー

スで提供することで、二酸化炭素排出量の削減による環境への貢献と収益性の向上を実現します。カーボン

ニュートラルリースサービスに関して、当連結会計年度において、東南アジアを中心に複数の取引先と基本合

意書（MOU）を締結しており、2023年12月期中における売上の計上を見込んでおります。

また、福島県において、東京大学と共同開発中のアフリカ原産イネ科のソルガム（和名：タカキビ、高粱）

のテスト栽培を行い、収穫したソルガムの茎や葉を使用してペレットを製造しました。2023年12月期中におい

ては、オーストラリアでの大規模栽培を開始し、ソルガムの実は食糧や飼料として、茎や葉はペレットやメタ

ノールなどのバイオマス原料として収益化を図ります。

当連結会計年度においては、研究開発等のイニシャルコストの発生により営業損失となっておりますが、当

社グループの目指す真の環境問題の解決に向けて、複数のビジネスモデルの事業化による収益構造の改善に取

り組んでおります。

 
 ② 財務基盤の強化

当連結会計年度において、Future Science Research株式会社（以下、「FSR社」という。）からの借入金の

一部について、代物弁済による返済（2,375,800千円）を行うとともに、FSR社を割当先とする第三者割当増資

による普通株式の発行（デット・エクイティ・スワップ、1,608,000千円）を行っております。また、社債の

発行により1,450,000千円、FSR社からの借入により2,056,816千円の資金調達を行っております。さらに、今

後の研究開発や設備投資を中心とする資金需要に対応すべく、FSR社からの資金調達に加えて、子会社である

noco-noco Pte. Ltd.が、米国NASDAQ市場に上場している特別買収目的会社（SPAC）であるPrime Number

AcquisitionⅠCorp.,と2022年12月29日に企業結合契約を締結し、米国NASDAQ市場への上場を通じて機動的な

資金調達を図ることで安定した財務基盤の実現に取り組んでおります。

 
しかしながら、これらの施策を実施してもなお、今後の経済情勢等により「収益構造の改善」が計画通り進ま

ないリスクがあり、「財務基盤の強化」に関して当初想定した資金調達を実行できないリスクがあります。これ

らのリスクにより今後の事業運営のための資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があるため、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　7社   

主要な連結子会社の名称

noco-noco Pte. Ltd.　(注１)

noco-noco (thai) Co., Ltd.　(注２)

バイネックス株式会社

Binex Singapore (Pte. Ltd.)

quintuple air株式会社

カウラ株式会社

ソーシャルモビリティ株式会社

(注１) 3DOM (SINGAPORE) CO., LTD. は2022年11月にnoco-noco Pte. Ltd. に社名変更いたしました。

(注２) 3DOM (ASIA) CO., LTD. は、2022年12月にnoco-noco (thai) Co., Ltd. に社名変更いたしました。

 
（２）主要な非連結子会社の名称

LAVLE USA Inc.

（連結の範囲から除いた理由）

LAVLE USA Inc.は清算手続中であり、重要性が乏しいため連結の範囲に含めておりません。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、noco-noco Pte. Ltd. を除き12月31日であり、連結決算日と同一であります。

noco-noco Pte.Ltd. の決算日は６月30日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日において、連結財務諸表作成の基礎となる財務諸表を作成

するために必要とされる決算を行っております。

 
３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産

　・原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（使用権資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物附属設備 15～17年

機械及び装置 　　７年

工具、器具及び備品 ２～７年
 

 
②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（７年）に基づく定額法を採

用しております。

 

③　使用権資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき財務諸表を作成しており、国際財務報

告基準第16号「リース」（以下「IFRS第16号」という。）を適用しております。IFRS第16号により、

リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しており
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ます。

 

（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
（４）重要な収益及び費用の計上基準

収益は、主にリチウムイオン二次電池用セパレータの販売であり、製品の引渡時点において顧客が当

該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主として当該製品の引

渡時点で収益を認識しております。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価

から、値引き等を控除した金額で算定しております。また、履行義務充足後の支払は、履行義務の充足

時点から主に１年以内に受領しており、長期にわたるものはないため、重要な金融要素は含まれており

ません。

 
（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場による円貨に換算し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分および

為替換算調整勘定に含めて計上しております。

 
（６）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

 
（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

１．貸倒引当金の見積り

(１) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

貸倒引当金 349,346 397,305

貸倒引当金繰入額 349,346 47,959
 

 

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

債権の貸倒による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を貸倒引当金として

計上しております。回収不能見込額は、債権先の実現可能性の高い収益見積額とそれに必要な支出見積

額、債権先の資金繰りの見通しなどを考慮して見積もっています。なお、回収不能見込額は債権先の資金

繰りの動向等によって将来の回収可能性が変動することにより、翌連結会計年度の貸倒引当金の見積りに

重要な影響を及ぼす可能性があります。
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(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当連結会計年度の損益に与える影響は

ありません。
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(未適用の会計基準等)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日　企業会計基準

委員会）

(１）概要

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第31号）の2021

年６月17日の改正は、2019年７月４日の公表時において、「投資信託の時価の算定」に関する検討には、関係

者との協議等に一定の期間が必要と考えられるため、また、「貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合

等への出資」の時価の注記についても、一定の検討を要するため、「時価の算定に関する会計基準」公表後、

概ね１年をかけて検討を行うこととされていたものが、改正され、公表されたものです。

 
(２）適用予定日

 2023年12月期の期首から適用します。

 
(３）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響はありません。
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(表示方法の変更)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基

準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内

訳等に関する事項等の注記を行うこととしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。
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(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

関係会社株式 500 507
 

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

減価償却累計額 757,971  1,091,513  
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(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

研究開発費 874,170  949,795  

給料手当 645,227  524,652  

外注費 460,640 445,825 

地代家賃 208,454 219,283 
 

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

研究開発費 874,170  949,795  
 

 
※３　減損損失

前連結会計年度（自　2021年1月1日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年1月1日　至　2022年12月31日）

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

 
（１） 減損損失を認識した資産の概要

場所 用途 種類 金額(千円)

東京都港区 その他 のれん 39,958
 

 

（２） 減損損失の認識に至った経緯

当社子会社であるカウラ株式会社に係るのれんについて、経営環境の変化により当初想定していた収

益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

（３） 資産のグルーピングの方法

減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。のれんにつ

いては、会社単位でグルーピングしております。

 
 

※４　関係会社株式評価損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

関係会社株式評価損は非連結子会社に対するものであります。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

該当事項はありません。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

為替換算調整勘定   

当期発生額 △12,161 △9,185

その他の包括利益合計 △12,161 △9,185
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 231,400 ― ― 231,400
 

 

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権（注）１．２

― ― ― ― ― ―

有償ストックオプ
ションとしての新株
予約権 (注)１

― ― ― ― ― 63

第１回無担保転換社

債型新株予約権付社

債（2021年６月30日

発行）（注）１．

３、４

普通株式 ― 500 500 ― ―

第２回無担保転換社

債型新株予約権付社

債（2021年９月10日

発行）（注）１．３

普通株式 ― 500 ― 500 ―

合計 ― 1,000 500 500 63
 

（注）1．新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

２．新株予約権の付与日において、当社株式は非上場であり、付与日における公正な評価単価は単位当たりの本

源的価値を見積る方法により算定しております。当連結会計年度末における本源的価値（付与日における本

源的価値）は０円であり、当連結会計年度末残高はありません。

３．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載してお

   ります。

４．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少は、社債の償還によるものであります。

 

３．配当に関する事項

（１） 配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 231,400 3,547 ― 234,947
 

（注）1．普通株式の発行済株式の増加3,547株は第三者割当による新株発行に伴う増加であります。

 

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権
（注）１．２

― ― ― ― ― ―

 
有償ストックオプショ
ンとしての新株予約権
(注)１

― ― ― ― ― 128

 

第２回無担保転換社債

型新株予約権付社債

（2021年９月10日発

行）（注）１．３

普通株式 500 ― ― 500 ―

 

第１-i回B種無担保転

換社債型新株予約権付

社債（2022年７月19日

発行）（注）１．３

普通株式 ― 200 ― 200 ―

 

第１-i回A種無担保転

換社債型新株予約権付

社債（2022年７月29日

発行）（注）１．３

普通株式 ― 1,560 ― 1,560 ―

 

第１-ii回B種無担保転

換社債型新株予約権付

社債（2022年８月15日

発行）（注）１．３

普通株式 ― 400 ― 400 ―

合計 500 2,160 ― 2,660 128
 

（注）1．新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

２．新株予約権の付与日において、当社株式は非上場であり、付与日における公正な評価単価は単位当たりの本

源的価値を見積る方法により算定しております。当連結会計年度末における本源的価値（付与日における本

源的価値）は０円であり、当連結会計年度末残高はありません。

３．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

 

３．配当に関する事項

（１） 配当金支払額

該当事項はありません。

 
（２） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

現金及び預金 236,316 156,105

現金及び現金同等物 236,316 156,105
 

 
※２　重要な非資金取引の内容

(１) 債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）による影響額は次のとおりです。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

資本金の増加額 － 1,064,100

資本剰余金の増加額 － 1,117,243

非支配持分の増加額 － 356

借入金の減少額 　－ 2,181,700
 

 
(２) 借入金の代物弁済（子会社株式の譲渡）による影響額は次のとおりです。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

資本剰余金の増加額 － 2,375,800

借入金の減少額 　－ 2,375,800
 

 
(３) 子会社による新株発行を対価とする投資仮勘定の取得による影響額は次のとおりです。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

資本剰余金の増加額 － 1,821,820

投資仮勘定の増加額 　－ 1,821,820
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(リース取引関係)

 重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、主に代表取締

役の支配するFuture Science Research株式会社等からの借入および社債の発行により事業に必要な運転

資金を調達しております。

 
（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営

業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払費用、未払金はすべて1年以内の支払期日であります。一部

の外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに晒されております。

借入金及び社債は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。

 
（３）金融商品に係るリスク管理体制

資金調達にかかる流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更

新することにより、流動性リスクを管理しております。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、

「未払法人税等」および「未払費用」は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注

記を省略しております。

 
前連結会計年度(2021年12月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

関係会社長期貸付金    

 貸倒引当金(*2)    

敷金及び保証金 265,319 247,343 △17,826

長期借入金 (4,831,888) (5,286,619) 438,747

社債 (600,000) (694,315) 2,616
 

 
当連結会計年度(2022年12月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

関係会社長期貸付金 377,282   

 貸倒引当金(*2) (377,282)   

敷金及び保証金 270,443 232,125 △38,317

長期借入金 (2,182,773) (2,395,338) 212,564

社債 (1,750,000) (1,828,832) 78,832
 

(*１) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*２) 関係会社貸付金は、対応する貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．市場価格のない株式等は、上記の表には含まれておりません。当該金融商品のの連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

  (単位：千円)

区分
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

非上場株式 500 507
 

 

（注）２．長期借入金及びその他有利子負債の返済予定額

前連結会計年度(2021年12月31日)

（単位：千円）

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 108,981 ― ― ― ― ―

長期借入金 15,984 15,984 4,719,840 15,984 15,984 64,096

社債 ― ― 600,000 ― ― ―
 

 
当連結会計年度(2022年12月31日)

（単位：千円）

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 71,743 ― ― ― ― ―

長期借入金 15,984 2,070,725 15,984 15,984 15,984 48,112

社債 ― 300,000 1,450,000 ― ― ―
 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 
（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

 

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

 
当連結会計年度（2022年12月31日）

（単位：千円）

区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

関係会社長期貸付金 － 377,282 － 377,282

　貸倒引当金(*２) － 377,282 － 377,282

敷金及び保証金 － 232,125 － 232,125

長期借入金(一年以内返済予定含む) － (2,395,338) － (2,395,338)

社債 － (1,828,832) － (1,828,832)
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(注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

 
関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金については回収見込額に基づいて貸倒引当金を計上しているため、時価は貸借対照

表価額から貸倒引当金を控除した金額に近似しております。貸付先の財務内容等を勘案し、回収見込額を

見積もっていることから、レベル２の時価に分類しております。

 

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッシュ・フローを貸借元

と同じ格付の社債金利等の適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

 

長期借入金、社債

これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(2021年12月31日)

関係会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株式の時価を

記載しておりません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表価額

関係会社株式 500

計 500
 

関係会社株式の「連結貸借対照表価額」は減損処理後の帳簿価額です。

当連結会計年度において減損処理を行い、関係会社株式評価損465,463千円を計上しております。

 
当連結会計年度(2022年12月31日)

関係会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株式の時価を

記載しておりません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表価額

関係会社株式 507

計 507
 

関係会社株式の「連結貸借対照表価額」は減損処理後の帳簿価額です。

当連結会計年度において減損処理は行っておりません。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容

 第１回Ａ種新株予約権 第２回Ａ種新株予約権 第１回Ｂ種新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2020年3月18日 2021年3月17日 2021年3月17日

付与対象者の区分及び人数
（名）

当社取締役　１

当社監査役　１

当社従業員　85

グループ会社役職員　７

当社取締役　１

当社監査役　１

当社従業員　124

グループ会社役職員　９

当社取締役　１

当社従業員　１

グループ会社役職員　２

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式 1,671株 普通株式 683株 普通株式 6,343株

付与日 2020年3月18日 2021年3月17日 2021年3月17日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自 2022年３月19日
至 2030年３月19日

自 2023年３月18日
至 2031年３月18日

自 2022年３月18日
至 2031年３月18日
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 第１回Ｃ種新株予約権 第２回Ｃ種新株予約権 第３回Ａ種新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2021年3月17日 2021年7月5日 2022年４月20日

付与対象者の区分及び人数
グループ会社役職員　１

当社取引先　　　　　６
当社取引先　　　　 １ 当社従業員 　　　　99

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式 1,430 普通株式 100株 普通株式　719株

付与日 2021年３月17日 2021年７月５日 2022年４月20日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自 2021年３月17日
至 2031年３月18日

自 2021年７月５日
至 2031年７月６日

自　2024年４月21日
至　2032年４月21日

 

 
 第２回Ｂ種新株予約権 第３回Ｃ種新株予約権 第４回Ａ種新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2022年４月20日 2022年４月20日 2022年９月８日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役         ４

当社監査役         １

グループ会社役職員 ２

当社取引先        ６ 当社取締役        ７

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式 6,450株 普通株式 380株 普通株式　700株

付与日 2022年４月20日 2022年４月20日 2022年９月８日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自　2023年４月21日
至　2032年４月21日

自　2022年４月20日
至　2032年４月21日

自　2024年９月９日
至　2032年９月９日

 

（注）株式数に換算して記載しております。
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(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2022年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
第１回Ａ種新株
予約権

第２回Ａ種新株
予約権

第１回Ｂ種新株
予約権

第１回Ｃ種新株
予約権

第２回Ｃ種新株
予約権

権利確定前（株）      

　前連結会計年度末 1,955 970 6,343 1,500 100

　付与 － － － － －

　失効 284 287 0 0 0

　権利確定 － － － － －

　未確定残 1,671 683 6,343 1,430 100

権利確定後（株） － － － － －

　前連結会計年度末 － － － － －

　権利確定 － － － － －

　権利行使 － － － － －

　失効 － － － － －

　未行使残 － － － － －
 

 

 
第３回Ａ種新
株予約権

第２回Ｂ種新
株予約権

第３回Ｃ種新
株予約権

第４回Ａ種新
株予約権

権利確定前（株）     

　前連結会計年度末     

　付与 872 6,450 380 700

　失効 153 0 0 0

　権利確定 － － － －

　未確定残 719 6,450 380 700

権利確定後（株） － － － －

　前連結会計年度末 － － － －

　権利確定 － － － －

　権利行使 － － － －

　失効 － － － －

　未行使残 － － － －
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②　単価情報

 
第１回Ａ種新株
予約権

第２回Ａ種新株
予約権

第１回Ｂ種新株
予約権

第１回Ｃ種新株
予約権

第２回Ｃ種新株
予約権

権利行使価格（円） 1 1

400,000又は発
行直近の増資時
価格のいずれか
高い方

1 1

行使時平均株価（円） － － － － －

付与日における公正な
評価単価（円)

－ － － － －
 

 
 

第３回Ａ種新株
予約権

第２回Ｂ種新株
予約権

第３回Ｃ種新株
予約権

第４回Ａ種新株
予約権

権利行使価格（円） 1

400,000又は発
行直近の増資時
価格のいずれか
高い方

1 1

行使時平均株価（円） － － － －

付与日における公正な
評価単価（円)

－ － － －
 

 
 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションの付与日時点において、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの単

位当たりの本源的価値を見積る方法により算定しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

（1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　0千円

（2）当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額　　 －千円
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(税効果会計関係)

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

 
当連結会計年度
(2022年12月31日)

繰延税金資産      

税務上の繰越欠損金（注）２ 2,380,424  2,342,236 

減価償却超過額 134,009  134,379 

関係会社株式評価損 681,113  682,004 

関係会社貸倒引当金 106,830  121,655 

その他 7,467  7,477 

繰延税金資産小計 3,309,843  3,287,751 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）１ △2,333,644  △2,300,740 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △902,542  △918,603 

評価性引当額合計 △3,236,186  △3,219,343 

繰延税金資産合計 73,657  68,408 

      

繰延税金負債      

資産除去債務 114,583  105,783 

その他 23,730  13,132 

繰延税金負債合計 138,314  118,915 

繰延税金負債純額 64,657  50,507 
 

 

(注) １．評価性引当額の変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額が増加したことによるものであ

ります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 
前連結会計年度(2021年12月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠
損金（※１）

― 7,701 16,588 5,279 53,087 2,297,768 2,380,424

評価性引当額 ― ― △ 8,793 △ 809 △ 48,618 △2,275,422 △2,333,644

繰延税金資産 ― 7,701 7,794 4,469 4,469 22,345 46,780
 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度(2022年12月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠
損金（※１）

― ― ― ― ― 2,342,236 2,342,236

評価性引当額 ― ― ― ― ― △2,300,740 △2,300,740

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 41,495 41,495
 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度において、税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略して

おります。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法.

使用見込期間を取得から主に15年と見積り、割引率は当該期間に応じた国債の利率を使用して資産除去

債務の金額を算定しております。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自 2021年１月１日

 　 至 2021年12月31日）

当連結会計年度

 （自 2022年１月１日

 　　至 2022年12月31日）

期首残高 354,303 438,225

有形固定資産の取得に伴う増加額 83,414 －

時の経過化による調整額 507 634

期末残高 438,225 438,860
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(収益認識関係)

(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2022年１月１日　至 2022年12月31日）

   （単位：千円）

 
報告セグメント

その他 合計
noco-noco事業 Binex事業

日本 6,711 － 168 6,879

アジア － － － －

米国 － － － －

顧客との契約から生じる収益 6,711 － 168 6,879

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 6,711 － 168 6,879
 

 
(２) 顧客との契約から生じる収益を理解する基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）　３.会

計方針に関する事項　(４) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
(３) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から将来キャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

① 契約資産の残高等

顧客との契約から生じた債権の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

  （単位：千円）

 
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 105,303 1,639
 

 
② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な取引がないため、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含ま

れていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。当社グループは、持株会社である当社が、包括的な戦略の立案及び全般管理を行い、各事業会社

はその経営戦略に基づき、独自の事業活動を展開しております。当社グループは、インテリジェント化し

たバッテリにより脱炭素化ソリューションを提供する「noco-noco事業」、ソルガムの育成によりバイオマ

ス燃料及びカーボンクレジットを創出する「Binex事業」の２つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの内容につきましては、「第１　企業の概況　３　事業の内容」をご参照ください。

 

２． 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 
前連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日）

(単位：千円)

 
報告セグメント

その他

 （注）１
合計

調整額

 （注）２

連結財務諸表

計上額

 （注）３
noco-noco

事業
Binex事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
2,926 － 2,926 2,000 4,926 － 4,926

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 2,926 － 2,926 2,000 4,926 － 4,926

セグメント利益

又はセグメント

損失(△)

△96,158 △40,287 △ 136,446 △208,969 △345,416 △ 2,403,952 △ 2,749,368

セグメント資産 179,641 870,104 1,049,745 119,344 1,169,090 3,458,739 4,627,829

その他の項目        

減価償却費 19,355 － 19,355 527 19,883 243,560 263,443

のれん償却額 － － － 19,979 19,979 － 19,979
 

（注）１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発事業等を

含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,403,952千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。

 ３. セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日）

(単位：千円)

 
報告セグメント

その他

 （注）１
合計

調整額

 （注）２

連結財務諸表

計上額

 （注）３
noco-noco

事業
Binex事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
6,711 － 6,711 168 6,879 － 6,879

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － － －

計 6,711 － 6,711 168 6,879 － 6,879

セグメント利益

又はセグメント

損失(△)

△262,075 △ 308,899 △570,974 △16,706 △587,681 △ 2,474,130 △ 3,061,811

セグメント資産 1,944,577 1,170,357 3,114,935 137,764 3,252,700 3,744,211 6,996,912

その他の項目        

減価償却費 29,283 129 29,412 400 29,812 329,305 359,117

のれん償却額 － － － 19,979 19,979 － 19,979
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発事業等を

含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額 △2,474,130千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。

 ３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日）

その他セグメントにおいて、のれんの減損損失39,958千円を計上しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの情報は、「収益認識関係」に記載のとおりであります。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

試作品の売上高のみであり重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの情報は、「収益認識関係」に記載のとおりであります。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

試作品の売上高のみであり重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１. 関連当事者との取引

(１） 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 

前連結会計年度(自　2021年１月１日　至　2021年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

非連結
子会社

LAVLE USA
Inc.

アメリカ
1

USドル

船用ESSの開
発 /
電動船パ
ワートレイ
ンの開発

（所有）
間接 100%

製品の販
売、資金の
貸付、役員
の兼任

資金の貸付
(注)１

55,145
関係会社短
期貸付金

343,909

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

１．貸付金利については、事業の進捗状況や市場金利等を勘案し、利率を2%としております。

また、関係会社短期貸付金を含む同社に対する債権に対して貸倒引当金を設定しており、当連結会計年度

に349,346千円を繰入れ、当連結会計年度末における貸倒引当金残高は349,346千円となっております。

 
当連結会計年度(自　2022年１月１日　至　2022年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

非連結
子会社

LAVLE USA
Inc.

アメリカ
1

USドル

船用ESSの開
発 /
電動船パ
ワートレイ
ンの開発

（所有）
間接 100%

製品の販
売、資金の
貸付、役員
の兼任

資金の返済
(注)１

17,142
関係会社長
期貸付金

377,282

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

１．貸付金利については、事業の進捗状況や市場金利等を勘案し、利率を2%としております。

また、関係会社長期貸付金を含む同社に対する債権に対して貸倒引当金を設定しており、当連結会計年度

に47,959千円を繰入れ、当連結会計年度末における貸倒引当金残高は397,305千円となっております。

 
(イ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

 

前連結会計年度(自　2021年１月１日　至　2021年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者

松村正大 － －
当社代表取
締役社長

（被所
有）　直接
52.58%
間接
5.73%

－
資金の借入
(注)１ － 短期借入金 68,981

今井光 － － －
（被所
有）　直接
0.21%

－
借入金の返
済(注)１

40,000 短期借入金 40,000

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

Future
Science

Research(株)

東京都
 港区

30,000
千円

経営コンサ
ルティング
及び資金調
達

（被所
有）　直接
5.73%

事業資金の
借入等の事
業支援

資金の借入
(注)２

3,008,011 長期借入金 4,703,856

利息の支払
(注)２

155,729 未払費用 275,257

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

 １．運転資金の供給を行ったものであり、金利の支払いは行っておりません。

 ２．借入の条件については、Future Science Research株式会社から提示された利率を基に交渉し、決定してお

ります。

 ３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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当連結会計年度(自　2022年１月１日　至　2022年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者

松村正大 － －
当社代表取
締役社長

（被所有）
直接50.07％間
接4.74％

－

資金の借入
(注)１ 205,500

長期借入金 42,981
新株の発行
(注)２ 420,000

今井光 － － －
（被所
有）　直接
0.20%

－
借入金の返
済(注)１ － 短期借入金 40,000

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

Future
Science

Research(株)

東京都
 港区

30,000
千円

経営コンサ
ルティング
及び資金調
達

被所有
直接5.07％

事業資金の
借入等の事
業支援

資金の借入
(注)２

2,056,816

長期借入金 2,011,760

子会社株式
の譲渡
(注)４

2,375,800

新株の発行
(注)２

1,608,000

利息の支払
(注)２

104,087 未払費用 380,786

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

 １．運転資金の供給を行ったものであり、金利の支払いは行っておりません。

２．新株の発行は、債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）によるものであります。取引条件は、直

近の第三者との類似取引の取引価格を参照し、協議の上決定しております。

３．借入の条件については、Future Science Research株式会社から提示された利率を基に交渉し、決定してお

ります。

４．子会社株式の譲渡は、借入金の代物弁済によるものであります。取引条件は、直近の第三者との類似取引

の取引価格を参照し、協議の上決定しております。

 ５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり純資産額 △11,292.81円 5,585.09円

１株当たり当期純損失（△） △16,011.07円 △14,164.32円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できず、かつ１株あたり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前連結会計年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当連結会計年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり当期純損失（△）   

 親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) △3,704,961 △3,302,257

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　当期純損失（△）(千円)

△3,704,961 △3,302,257

  普通株式の期中平均株式数(株) 231,400 233,139

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

 
 

 
 

 

 
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) △2,592,030 1,317,864

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 21,127 5,662

 (うち新株予約権)(千円) (63) (128)

 (うち非支配株主持分)(千円) (21,063) (5,534)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) △2,613,158 1,312,201

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

231,400 234,947
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(重要な後発事象)

（企業結合）

取得による企業結合

当社の連結子会社であるnoco-noco Pte. Ltd. （本社：シンガポール。以下、「noco2」という。）は、2023

年１月19日にnoco-noco Australia Pty Ltd（本社：オーストラリア。以下、「noco2 AU」という。）を共同で

設立し、同社の52%を取得いたしました。また、noco2は、オーストラリア及びパプアニューギニアにおいて森

林保全等の活動からカーボンクレジットを創出し販売する事業（以下、「カーボンクレジット事業」とい

う。）を手掛けるHop2itグループと、カーボンクレジット事業を新規に設立したnoco2 AUに引き継ぐ契約を、

2022年12月28日に締結しております。

当社グループは、当該一連の取引により、カーボンクレジット事業を行うnoco2 AUの発行済株式の52%を取得

し、noco2 AUを連結子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称 　　noco-noco Australia Pty Ltd

 事業の内容 　　　　　カーボンクレジットの創出・販売

 

（2）企業結合を行う主な理由

Hop2itグループは、オーストラリア及びパプアニューギニアにおいて、提携農家とともに二酸化炭素の

吸収・削減を行うことでカーボンクレジットを創出し販売する事業に取り組んでいる会社です。当該事業

を引き継ぐnoco2 AUを連結子会社とすることで、noco2が提供するカーボンニュートラルリースサービス

において使用するカーボンクレジットの確保を促進することを企図しています。

 

（3）企業結合日

 2023年１月19日

 

（4）企業結合の法的形式

 株式取得

 

（5）結合後企業の名称

 変更はありません。

 

（6）取得する議決権比率

 52%

 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社であるnoco2が、第三者割当により発行した普通株式を対価として、株式を取得する

ことによります。

 
（8）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 noco2の発行済株式総数の４%（13,013株）

 

（9）主要な取得関連費用の内容及び金額

 現時点では確定しておりません。

 

（10）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 現時点では確定しておりません。

 

（11）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

 現時点では確定しておりません。
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（子会社株式の譲渡による資金調達）

当社は、資金調達の一環で、2023年1月1日以降、2023年３月31日までの間に、当社の子会社であるnoco-noco

Pte. Ltd.の株式2,722株を第三者に譲渡いたしました。

 

（1）譲渡の理由

 資金調達のため

 

（2）譲渡の時期

 2023年１月１日～2023年３月31日

 

（3）譲渡株式数

 2,722株

 

（4）譲渡価額

 904,910千円

 

（5）譲渡前後のnoco-noco Pte. Ltd.に対する当社の持株数と持分比率

 譲渡前：275,669株（84.7%）

 譲渡後：272,947株（83.9%）

 

（6）当社の業績に与える影響

 2023年12月期の連結貸借対照表において、資本剰余金が903,845千円増加する見込みです。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱スリーダム
アライアンス

第1回無担保転換社債型新株予約
権付社債（注）１．

2021.6.30 300,000 0 7.0 なし 2022.7.15

㈱スリーダム
アライアンス

第2回無担保転換社債型新株予約
権付社債（注）１．

2021.9.10 300,000 300,000 4.0 なし 2024.3.31

㈱スリーダム
アライアンス

第1回 無担保普通社債社債 2022.3.11 - 100,000 4.0 なし 2025.3.11

㈱スリーダム
アライアンス

第1-A回無担保普通社債 2022.3.11 - 270,000 4.0 なし 2025.3.11

㈱スリーダム
アライアンス

第1-i回B種無担保転換社債型新株
予約権付社債（注）１．

2022.7.19 - 100,000 7.0 なし 2025.3.31

㈱スリーダム
アライアンス

第1-i回A種無担保転換社債型新株
予約権付社債（注）１．

2022.7.29 - 780,000 7.0 なし 2025.3.31

㈱スリーダム
アライアンス

第1-ii回B種無担保転換社債型新
株予約権付社債（注）１．

2022.8.15 - 200,000 7.0 なし 2025.3.31

合計 ― ― 600,000 1,750,000 ― ― ―
 

(注)１． 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

 
銘柄 第１回 第２回 第1-ⅰ回B種 第1-ⅰ回A種 第1-ⅱ回B種

発行すべき株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償 無償 無償 無償 無償

株式の発行価格（円） 500,000 600,000 500,000 500,000 500,000

発行価額の総額（千円） 300,000 300,000 100,000 780,000 200,000

新株予約権の行使により発行

した株式の発行価額の総額

（千円）

― ― ― ― ―

新株予約権の行使の付与割合

（%）
100 100 100 100 100

新株予約権の行使期間
自2021年7月1日

至2024年3月31日

自2021年9月11日

至2024年3月31日

自2022年7月20日

至2025年3月31日

自2022年7月30日

至2025年3月31日

自2022年8月16日

至2025年3月31日

 

(注)２． 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

 
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

- 300,000 1,450,000 - -
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 108,981 71,743 ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 15,984 15,984 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

4,831,888 2,166,789 4.7  2025年～2031年

合計 4,956,853 2,254,516 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 2,070,725 15,984 15,984 15,984
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【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年12月31日)
当事業年度

(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 183,985 73,197

  売掛金 ※１  20,016 ※１  20,016

  未収入金 ※１  112,008 ※１  208,255

  未収消費税等 124,885 181,013

  関係会社短期貸付金 1,022,263 -

  その他 ※１  56,358 ※１  189,354

  貸倒引当金 △452,867 △116,990

  流動資産合計 1,066,649 554,846

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 1,159,038 1,070,991

   機械及び装置 520,959 1,349,695

   工具、器具及び備品 124,370 98,839

   建設仮勘定 1,079,188 -

   有形固定資産合計 2,883,556 2,519,525

  無形固定資産   

   ソフトウエア 31,917 26,053

   無形固定資産合計 31,917 26,053

  投資その他の資産   

   関係会社株式・出資金 202,030 395,848

   関係会社長期貸付金 414,057 1,895,417

   敷金及び保証金 265,169 270,169

   長期預け金 - 598,220

   その他 ※１  17,027 ※１  16,280

   貸倒引当金 △425,344 △783,538

   投資その他の資産合計 472,941 2,392,399

  固定資産合計 3,388,416 4,937,978

 資産合計 4,455,065 5,492,824
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年12月31日)
当事業年度

(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 108,981 40,000

  １年内返済予定の長期借入金 15,984 15,984

  未払金 72,908 97,777

  未払費用 ※１  675,509 ※１  639,590

  未払法人税等 26,568 158,801

  その他 ※１  187,277 ※１  51,096

  流動負債合計 1,087,229 1,003,250

 固定負債   

  長期借入金 4,831,888 2,166,789

  社債 600,000 1,750,000

  資産除去債務 438,225 438,860

  繰延税金負債 64,657 50,507

  預り保証金 48,818 75,256

  固定負債合計 5,983,589 4,481,414

 負債合計 7,070,819 5,484,665

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,825,000 5,889,100

  資本剰余金   

   資本準備金 3,285,000 4,349,100

   資本剰余金合計 3,285,000 4,349,100

  利益剰余金   

   繰越利益剰余金 △10,779,688 △10,259,924

   圧縮記帳積立金 53,870 29,755

   利益剰余金合計 △10,725,817 △10,230,168

  株主資本合計 △2,615,817 8,031

 新株予約権 63 128

 純資産合計 △2,615,753 8,159

負債純資産合計 4,455,065 5,492,824
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2021年１月１日
　至 2021年12月31日)

当事業年度
(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 ※２  24,169 ※２  8,241

売上原価 26,053 4,641

売上総利益又は売上総損失（△） △1,884 3,599

販売費及び一般管理費 ※１,※２  2,375,996 ※１,※２  2,479,364

営業損失（△） △2,377,880 △2,475,764

営業外収益   

 受取利息 ※２  11,181 ※２  23,652

 受取家賃 ※２  44,388 ※２  57,569

 為替差益 43,028 48,099

 雑収入 22,729 34,355

 営業外収益合計 121,328 163,676

営業外費用   

 支払利息 174,402 174,561

 地代家賃 44,388 57,569

 貸倒引当金繰入額 525,970 22,316

 その他 17,034 10,157

 営業外費用合計 761,795 264,604

経常損失（△） △3,018,348 △2,576,692

特別利益   

 関係会社株式売却益 - 3,241,540

 特別利益合計 - 3,241,540

特別損失   

 関係会社株式評価損 ※３  2,404,200 ※３  107,999

 特別損失合計 2,404,200 107,999

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △5,422,548 556,847

法人税等合計 37,843 61,167

 法人税、住民税及び事業税 47,857 75,348

 法人税等調整額 △10,013 △14,180

当期純利益又は当期純損失（△） △5,460,392 495,679
 

 

EDINET提出書類

株式会社スリーダムアライアンス(E38544)

有価証券報告書

101/127



③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2021年１月１日　至　2021年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金圧縮記帳積立金

当期首残高 4,825,000 3,285,000 3,285,000 △5,343,393 77,969 △5,265,424 2,844,575

当期変動額        

新株の発行        

固定資産圧縮積立金

の取崩
   24,098 △24,098 - -

当期純利益又は当期

純損失（△）
   △5,460,392  △5,460,392 △5,460,392

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計    △5,436,294 △24,098 △5,460,392 △5,460,392

当期末残高 4,825,000 3,285,000 3,285,000 △10,779,688 53,870 △10,725,817 △2,615,817
 

 

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 - 2,844,575

当期変動額   

新株の発行   

固定資産圧縮積立金

の取崩
 -

当期純利益又は当期

純損失（△）
 △5,460,392

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

63 63

当期変動額合計 63 △5,460,328

当期末残高 63 △2,615,753
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当事業年度(自　2022年１月１日　至　2022年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金圧縮記帳積立金

当期首残高 4,825,000 3,285,000 3,285,000 △10,779,688 53,870 △10,725,817 △2,615,817

当期変動額        

新株の発行 1,064,100 1,064,100 1,064,100    2,128,200

固定資産圧縮積立金

の取崩
   24,084 △24,115 △31 △31

当期純利益又は当期

純損失（△）
   495,679  495,679 495,679

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 1,064,100 1,064,100 1,064,100 519,763 △24,115 495,648 2,623,848

当期末残高 5,889,100 4,349,100 4,349,100 △10,259,924 29,755 △10,230,168 8,031
 

 

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 63 △2,615,753

当期変動額   

新株の発行  2,128,200

固定資産圧縮積立金

の取崩
 △31

当期純利益又は当期

純損失（△）
 495,679

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

64 64

当期変動額合計 64 2,623,913

当期末残高 128 8,159
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

　当社は、2014年12月期から8期連続営業損失を計上し、当事業年度においても重要な営業損失を計上するとと

もに重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、また、当事業年度末の流動負債が流動資産を超

過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。このような事象又は状況の解消を図るべく、当社は、以下の諸施策を遂行することにより、収益構造の改

善及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

 
 ① 収益構造の改善

当社は、当事業年度において、長年にわたる研究開発の成果として三次元規則配列多孔構造を持つ独自の

多層セパレータ（「X-SEPA™」）を開発し、2023年２月よりサンプル出荷を開始しました。X-SEPA™は、バッ

テリの長寿命化、信頼性向上（事故率低減等）、高い放電レートを実現し、シンガポールの子会社である

noco-noco Pte. Ltdが、カーボンニュートラルリースサービスとして、X-SEPA™を使用したバッテリをリース

で提供することで、二酸化炭素排出量の削減による環境への貢献と収益性の向上を実現します。カーボン

ニュートラルリースサービスに関して、当事業年度において、東南アジアを中心に複数の取引先と基本合意

書（MOU）を締結しており、2023年12月期中における売上の計上を見込んでおります。

また、福島県において、東京大学と共同開発中のアフリカ原産イネ科のソルガム（和名：タカキビ、高

粱）のテスト栽培を行い、収穫したソルガムの茎や葉を使用してペレットを製造しました。2023年12月期中

においては、オーストラリアでの大規模栽培を開始し、ソルガムの実は食糧や飼料として、茎や葉はペレッ

トやメタノールなどのバイオマス原料として収益化を図ります。

当事業年度においては、研究開発等のイニシャルコストの発生により営業損失となっておりますが、当社

の目指す真の環境問題の解決に向けて、複数のビジネスモデルの事業化による収益構造の改善に取り組んで

おります。

 
② 財務基盤の強化

当事業年度において、Future Science Research株式会社（以下、「FSR社」という。）からの借入金の一

部について、代物弁済による返済（2,375,800千円）を行うとともに、FSR社を割当先とする第三者割当増資

による普通株式の発行（デット・エクイティ・スワップ、1,608,000千円）を行っております。また、社債の

発行により1,450,000千円、FSR社からの借入により2,056,816千円の資金調達を行っております。さらに、今

後の研究開発や設備投資を中心とする資金需要に対応すべく、FSR社からの資金調達に加えて、子会社である

noco-noco Pte. Ltd.が、米国NASDAQ市場に上場している特別買収目的会社（SPAC）であるPrime Number

AcquisitionⅠCorp.,と2022年12月29日に企業結合契約を締結し、米国NASDAQ市場への上場を通じて機動的な

資金調達を図ることで安定した財務基盤の実現に取り組んでおります。

 

しかしながら、これらの施策を実施してもなお、今後の経済情勢等により「収益構造の改善」が計画通り

進まないリスクがあり、「財務基盤の強化」に関して当初想定した資金調達を実行できないリスクがありま

す。これらのリスクにより今後の事業運営のための資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があるため、現時

点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

財務諸表に反映しておりません。
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(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）製品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

算定しております

（２）貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

算定しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物附属設備　　　　 15年～17年

機械及び装置　　　　 　　　７年

工具、器具及び備品　 ２年～７年

 
（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（７年）に基づく定額法を採

用しております。

 

４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

５．収益及び費用の計上基準

収益は、主にリチウムイオン二次電池用セパレータの販売によるものであり、製品の引渡時点において顧

客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主として当該製品の

引渡時点で収益を認識しております。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価か

ら、値引き等を控除した金額で算定しております。また、履行義務充足後の支払は、履行義務の充足時点か

ら主に１年以内に受領しており、長期にわたるものはないため、重要な金融要素は含まれておりません。
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(重要な会計上の見積り)

１．関係会社株式・出資金の評価

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

関係会社株式・出資金　　　　　      395,848千円

関係会社株式評価損　　　　　        107,999千円

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社株式については、当該関係会社株式の発行会社の財政状態の悪化により株式の実質価額が

50％程度以上低下し、かつ回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない場合に、実質価額が著しく

低下したと判断し、期末において相当の減額処理を行うこととしております。

　実質価額については、当該関係会社の純資産額を基礎に算定し、かつ回復可能性については当該関係

会社の事業計画等を基礎として決算時点で入手可能な情報に基づき判断しております。

　なお、事業計画や経営環境の変化等によって将来の実質価額が変動することにより、翌事業年度の財

務諸表において、関係会社株式の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
２．貸倒引当金の見積り

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

貸倒引当金　　　　　　　　　　      900,528千円

関係会社貸倒引当金繰入額　　　       22,316千円

 
(２） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

貸倒引当金の計上基準は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針）４.引当金の計上基準(1)貸倒引当

金」に記載のとおりです。

回収不能見込額は、債権先の実現可能性の高い収益見積額とそれに必要な支出見積額、債権先の資金

繰りの見通し等を考慮して算定しております。

なお、回収不能見込額は債権先の資金繰りの動向等に影響を受け、前提とした条件や仮定には不確実

性が含まれているため、変更が生じた場合、翌事業年度の財務諸表において、債権先に対する貸倒引当

金に重要な影響を与える可能性があります。
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(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当事業年度の損益に与える影響はあり

ません。
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(表示方法の変更)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第

10号 2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用しております。なお、財務諸表に与える影響はありません。

EDINET提出書類

株式会社スリーダムアライアンス(E38544)

有価証券報告書

108/127



 

(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する資産及び負債

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当事業年度

(2022年12月31日)

短期金銭債権 131,190千円 266,076千円

長期金銭債権 　11,286 12,980

短期金銭債務 96,500 80,548
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(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。なお、大半が一般管理費である

ため、販売費と一般管理費の割合については記載しておりません。

 

 
前事業年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

給料手当 554,645千円 428,981千円

外注費 365,995 367,322 

研究開発費 851,075 921,627 
 

 

※２ 関係会社との取引は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

当事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

営業取引による取引高   

　売上高 23,119千円 1,530千円

　外注費 120,000 120,000

営業取引以外の取引による取引高   

　受取家賃 7,800千円 2,520千円

　受取利息 11,181 21,937
 

 

※３ 関係会社株式評価損

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）    

関係会社株式評価損は、LAVLE Holdings, Inc.及び3DOM Singapore Pte. Ltd.（現noco-noco Pte. Ltd.）

の株式に係る評価損であります。    

 
当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）    

　関係会社株式評価損は、カウラ株式会社の株式に係る評価損であります。
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(有価証券関係)

前事業年度(2021年12月31日)

関係会社株式・出資金は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株

式・出資金の時価を記載しておりません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式・出資金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 貸借対照表価額

関係会社株式・出資金 202,030

計 202,030
 

関係会社株式・出資金の「貸借対照表価額」は減損処理後の帳簿価額です。

当事業年度において減損処理を行い、関係会社株式評価損2,404,200千円を計上しております。

 
当事業年度(2022年12月31日)

関係会社株式・出資金は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株

式・出資金の時価を記載しておりません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式・出資金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 貸借対照表価額

関係会社株式・出資金 395,848

計 395,848
 

関係会社株式・出資金の「貸借対照表価額」は減損処理後の帳簿価額です。

当事業年度において減損処理を行い、関係会社株式評価損107,999千円を計上しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2021年12月31日)
 

当事業年度
(2022年12月31日)

繰延税金資産      

税務上の繰越欠損金 2,210,092千円  2,092,849千円

減価償却超過額 134,009  134,379 

関係会社株式評価損 750,820  778,463 

関係会社貸倒引当金 268,557  275,741 

その他 7,467  7,477 

繰延税金資産小計 3,370,945   3,288,909  

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,163,312  △2,051,353 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,133,976  △1,169,148 

評価性引当額合計 △3,297,288   △3,220,501  

繰延税金資産合計 73,657   68,408 

      

繰延税金負債      

資産除去債務 114,583   105,783  

その他 23,730  13,132 

繰延税金負債合計 138,314  118,915  

繰延税金負債純額 64,657  50,507 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度において、税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(重要な後発事象)

（会社分割及び子会社株式の譲渡）

当社は、2023年３月３日開催の取締役会において、セパレータ量産技術開発事業（以下、「本事業」とい

う。）を会社分割により新設会社に承継し（以下、「本新設分割」という。）、新設会社の全株式をnoco-noco

Pte. Ltd.（以下「noco2」という。）に譲渡すること（会社分割と合わせて以下、「本取引」という。）を決議

しました。

 
１．会社分割

（１）本取引の目的

当社は、企業理念である「危機的状況にある環境問題を真に解決する」ため、適宜、子会社を設立

し、当社グループをあげて、環境問題の真の解決に取り組んでまいりました。そして、グループ全体の

企業価値を最大化するために、グループ最適解での意思決定や効果的な経営資源配分が必須であり、経

営体制の構築が不可欠であると考えております。このような観点から、当社は、本事業を新設するnoco-

tech株式会社に承継させるとともに、noco-tech株式会社の全株式を、当社の子会社であるnoco-noco

Pte. Ltd.に譲渡することといたしました。

 
（２）会社分割により新設される企業の名称

noco-tech株式会社

 
（３）会社分割する事業の内容及び規模

① 会社分割する事業の内容

 セパレータ量産技術開発事業

② 分割する資産、負債の項目及び金額

（2022年12月31日現在）

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 3,822千円 流動負債 －千円

固定資産 1,939,957千円 固定負債 248,824千円

合計 1,943,779千円 合計 248,824千円
 

 
（４）会社分割の方法

当社を分割会社とし、noco-tech株式会社を新設分割設立会社とする新設分割

 
（５）本新設分割の日程

2023年７月３日（予定）
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２．子会社株式の譲渡

（１）本取引の目的

 「１．会社分割　（１） 本取引の目的」に記載の通りです。

 
（２）譲渡する相手会社の名称

 noco-noco Pte. Ltd.

 
(３）譲渡の時期

 2023年７月３日（予定）

 
（４）当該子会社の名称及び事業内容

① 名称

 noco-tech株式会社

② 事業内容

 セパレータ量産技術開発事業

 

（５）譲渡する株式の数、譲渡価額及び譲渡後の持分比率

譲渡する株式の数 10,000株

譲渡価額 1,694,955千円（予定）

譲渡後の持分比率 -％
 

 
（６）翌事業年度の損益に与える影響

 以上の一連の取引により翌事業年度の損益に与える影響については、算定中であります。

 
 
（子会社株式の譲渡による資金調達）

当社は、資金調達の一環で、2023年1月1日以降、2023年３月31日までの間に、当社の子会社であるnoco-noco Pte.

Ltd.の株式2,722株を第三者に譲渡いたしました。

 
（1）譲渡の理由

 資金調達のため

 
（2）譲渡の時期：2023年１月１日～2023年３月31日

 
（3）譲渡株式数：2,722株

 
（4）譲渡価額：904,910千円

 
（5）譲渡前後のnoco-noco Pte. Ltd.に対する当社の持株数と持分比率

 譲渡前：275,669株（84.7%）

 譲渡後：272,947株（83.9%）

 
（6）当社の業績に与える影響

 2023年12月期の損益計算書において、関係会社株式売却益が903,845千円計上される見込みです。

 

EDINET提出書類

株式会社スリーダムアライアンス(E38544)

有価証券報告書

115/127



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却累
計額

有形固定資産       

　建物 1,159,038 600 - 88,647 1,070,991 253,937

　機械装置 520,959 1,032,210 - 203,474 1,349,695 604,552

　工具、器具及び備品 124,370 5,645 - 31,176 98,839 149,465

　建設仮勘定 1,079,188 48,730 1,127,918 - - -

有形固定資産計 2,883,556 1,087,185 1,127,918 323,299 2,519,525 1,007,954

無形固定資産       

　ソフトウエア 31,917 - - 5,864 26,053 14,956

無形固定資産計 31,917 - - 5,864 26,053 14,956
 

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械装置　　セパレータの量産設備に関する建設仮勘定からの振替   1,025,380千円

建設仮勘定　セパレータの量産設備に関する前払金                    48,730千円
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 878,212 72,654 ‐ 50,338 900,528
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社スリーダムアライアンス(E38544)

有価証券報告書

119/127



 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京千代田区神田錦町三丁目11番地 NMF竹橋ビル６階

　　株主名簿管理人 東京証券代行株式会社

　　取次所
三井住友信託銀行株式会社全国本支店

（コンサルティングオフィス・コンサルプラザを除く。）

　　名義書換手数料 １株につき110円

　　新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り －

　　取扱場所 －

　　株主名簿管理人 －

　　取次所 －

　　買取手数料 －

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

2023年３月31日

 

株式会社スリーダムアライアンス

取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所

 指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士　　　　千　代　田　　義　央

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スリーダムアライアンスの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社スリーダムアライアンス及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、2014年12月期から８期連続営業損失を計上

し、当連結会計年度においても重要な営業損失を計上するとともに重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し

ており、また、当連結会計年度末の流動負債が流動資産を超過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい

る。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映さ

れていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、

そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上

 
 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 
2023年３月31日

 

株式会社スリーダムアライアンス

取　締　役　会　御　中

 
ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所

 指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士　　　　千　代　田　　義　央

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スリーダムアライアンスの2022年１月１日から2022年12月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社スリーダムアライアンスの2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2014年12月期から８期連続営業損失を計上し、当事

業年度においても重要な営業損失を計上するとともに重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、ま

た、当事業年度末の流動負債が流動資産を超過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該

事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2023年３月３日開催の取締役会において、セパレータ量産技術開発

事業を会社分割により新設会社に承継し、新設会社の全株式をnoco-noco Pte. Ltd.に譲渡することを決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう

な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上
 

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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